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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェク

トごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価分科会を研究

評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、

評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定している。 
 
本書は、「風力等自然エネルギー技術研究開発／海洋エネルギー技術研究開発」の中

間評価報告書であり、第３５回研究評価委員会において設置された「風力等自然エネ

ルギー技術研究開発／海洋エネルギー技術研究開発」（中間評価）研究評価分科会にお

いて評価報告書案を策定し、第３６回研究評価委員会（平成２５年１１月６日）に諮

り、確定されたものである。 
 
 
 

平成２５年１１月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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「風力等自然エネルギー技術研究開発／海洋エネルギー技術研究開発」 

中間評価分科会委員名簿 

 
（平成２５年７月現在） 

 氏 名 所 属、役 職 

分科会長 
いしはら たけし 

石原 孟＊ 
東京大学 大学院工学系研究科 社会基盤学専攻 教授 

分科会長 
代理 

たかの ひろふみ  

髙野 裕文 
一般財団法人 日本海事協会 研究開発推進室（兼） 

風車認証事業室 室長  

委員  いけの  まさあき   

池野 正明 
一般財団法人 電力中央研究所 環境科学研究所  

水域環境領域 上席研究員                     

さかぐち じゅんいち  

坂口 順一 
ＤＲＥＳＳＥＲ－ＲＡＮＤ クライアント・サービス  

技術顧問  

まえだ たかお  

前田 太佳夫 
三重大学 大学院工学研究科 機械工学専攻 教授 

むつだ ひでみ 

陸田 秀実      
広島大学 大学院工学研究院 エネルギー・環境部門 

地球環境工学講座 准教授 

敬称略、五十音順 

 

 

注＊：実施者の一部と同一大学であるが、所属部署が異なるため（実施者：東京大学

大学院工学系研究科 機械工学専攻、東京大学 大学院新領域創成科学研究科 海

洋技術環境学専攻など）「NEDO 技術委員・技術評価委員規程(平成２３年７月７

日改正）」第３４条（評価における利害関係者の排除）により、利害関係はない

とする。 
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審議経過 
 
● 第１回 分科会（平成２５年７月１１日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法と評価報告書の構成について 
４．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
５．プロジェクトの詳細説明 
６．全体を通しての質疑 

公開セッション 
７．まとめ・講評 
８．今後の予定 
９．閉会 

 
● 現地調査会（平成２５年７月５日） 

株式会社三井造船昭島研究所（東京都昭島市） 
 
● 第３６回研究評価委員会（平成２５年１１月６日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
海洋エネルギー技術は、海洋国の日本にとっては極めて重要な技術であり、本プロ

ジェクトは今後海洋エネルギーの導入拡大、国際競争力の強化に貢献するものである。

また、海洋エネルギーを自国産業として育成し、海外市場へ展開することは国内にお

ける新しい産業の創成としても必要である。本プロジェクトは、国外の技術動向、市

場動向等を踏まえた戦略的な目標が設定され、2 年間という短い間に大変素晴らしい

成果を上げたテーマもあり、その成果は評価できる。 
一方、我が国の海洋エネルギー開発・施策は、諸外国に大幅な後れを取ってしまっ

ており、要素技術の多様性がなくては次世代の実用化事業の芽は出ない。諸外国と比

べた場合、これまで培ってきた日本の要素技術の方が明らかに優れているので、今後

も、太陽、風力エネルギー分野と同様に、海洋エネルギー分野の要素技術研究及び実

用化研究についても継続的な取組みを望む。 
さらに、現在、各発電方式について、発電効率、設備稼働率、コスト等が同じ尺度・

基準で、直接比較できないため、統一した評価手法、試験手法等の確立を期待する。 
 
２）今後に対する提言 
海外でも海洋エネルギーの分野に力を入れており、素晴らしい要素技術はなるべく

早く実証研究につなげていかなければならない。国内における実証試験の実施が困難

であれば、海外での実施、更に海外事業化についても検討が必要である。また、波、

海流エネルギーが日本より豊富な欧州等に対応するためには、運動制御による波力発

電効率の向上の工夫等の他に、洋上風力との複合発電の可能性等、付加価値創出の視

点も必要と考える。 
さらに、海外の研究成果に基づいて国際規格の制定が進められている中で、我が国

の研究成果が海外で受入れられないものであると今後の海外市場への展開が難しく

なる。日本型の技術や新しい成果を国際基準に反映させるためには、国際電気標準会

議（IEC）や国際エネルギー機関（IEA）に積極的に参加し、必要な情報を技術開発

にフィードバックする、あるいは日本の技術を国際会議の場で提案する活動が必要で

ある。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
自然エネルギーへの社会的要請は国内外を問わず極めて大きい。海洋エネルギーは、
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世界的に需要が見込める分野であり、実用化レベルへ早く近づける必要がある。これ

までに海洋エネルギー発電技術は実海域での運転実績が少なく事業化に繋げていく

ためには、民間企業にとってはリスクが高い。また、海洋エネルギーの利用技術は多

様であり、それらの個々の可能性を排除することなく幅広く育成して産業レベルまで

発展させようとする本プロジェクトは、NEDO の事業として妥当である。 
我が国の海洋エネルギー分野に関わる要素技術水準は、諸外国と比べて高いレベル

にあるが、国の施策が不透明なため、将来の投資にリスクを感じる実施者が多い。今

後、我が国のエネルギー政策（自然エネルギーに対する方針）をこれまで以上に明確

に示されることを期待する。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
国外の技術動向、市場動向等を踏まえた戦略的な目標、目標達成度を判断できる具

体的かつ明確な開発目標を設定している点は評価できる。また、プロジェクトリーダ

ーを選任することにより、費用対効果の最大化を目指し研究のリスク及び進捗管理が

行われている。実施体制も大学と民間の共同開発体制が強固となっており、早期実用

化に向けて、大いに期待できる。 
今後、実証研究が確実に実施されるため、テーマによっては実施体制の中に技術力

を有する企業を実施者として追加選定するなど、定期的な実施体制の見直しが望まれ

る。 
 

３）研究開発成果について 
大学等のシーズ研究が、民間企業の技術的サポートにより、2 年間という短い間に

素晴らしい成果を上げたテーマもあり、設定された目標は概ね達成されている。また、

既存技術の発電性能を上回る結果が得られており、今後、当該分野の産業創出・拡大

に向けて大いに期待できる。 
一方、知的財産の取得は精力的に行われているが、諸外国に比べ実用化及び要素技

術に関する情報発信が圧倒的に少ない。科学的・学術的な根拠となるコア技術につい

ては、ジャーナル誌または国際会議において積極的に発表し、当該技術の優位性をア

ピールする必要がある。また、知的財産では、要素単体のみならず、要素の組み合わ

せ・複合に関する特許の知財化も必要である。 
 

４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
いくつかの素晴らしい技術が開発され、実用化のために競合技術との性能比較やコ

スト評価も行われており、海外の技術に対する優位性が認められる。また、概ね実用

化・事業化のシナリオが立てられており、それに沿って研究開発が進められ、実施者

は今後、実用化に参画していくと期待される。数年後には、実証試験の成果を諸外国
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にアピールできる可能性がある。 
一方、欧州に比べ、我が国における海洋エネルギーの密度は低く、日本型の技術が

開発されることが望まれる。また、発電した電力は、最終的にはコンバータ、インバ

ータ、トランス、海底ケーブルなどを経て、送配電ネットワークに接続される。この

電気部分の技術改良・コスト低減が発電原価に影響することから、今後、関連メーカ

の積極的関与が必要である。現在のコスト分析は、前提条件の推定が甘く、説得力に

欠ける。経済性の目標が達成できるのかどうかは明確でない。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第３６回研究評価委員会（平成２５年１１月６日開催）に諮り、本評価報告

書は確定された。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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研究評価委員会 

委員名簿（敬称略、五十音順） 

 

職 位 氏 名 所属、役職 

委員長 西村 吉雄 技術ジャーナリスト 

委員長

代理 
吉原 一紘 

オミクロンナノテクノロジージャパン株式会社 

最高顧問 

委員 

安宅 龍明 
独立行政法人産業技術総合研究所 つくばイノベーショ

ンアリーナ推進本部 共用施設調整室 招聘研究員 

伊東 弘一 
学校法人早稲田大学 理工学術院 招聘研究員 
公立大学法人大阪府立大学 名誉教授 

稲葉 陽二 学校法人日本大学 法学部 教授 

小林 直人 学校法人早稲田大学 研究戦略センター 副所長／教授 

佐久間一郎 
国立大学法人東京大学 大学院工学系研究科 附属医療

福祉工学開発評価研究センター センター長／教授 

佐藤 了平 
国立大学法人大阪大学 産学連携本部 名誉教授／特任

教授 

菅野 純夫 
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第 1 章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員の主な指摘事項を、

参考として掲載したものである。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 
海洋エネルギー技術は、海洋国の日本にとっては極めて重要な技術であり、

本プロジェクトは今後海洋エネルギーの導入拡大、国際競争力の強化に貢献す

るものである。また、海洋エネルギーを自国産業として育成し、海外市場へ展

開することは国内における新しい産業の創成としても必要である。本プロジェ

クトは、国外の技術動向、市場動向等を踏まえた戦略的な目標が設定され、2 年

間という短い間に大変素晴らしい成果を上げたテーマもあり、その成果は評価

できる。 
一方、我が国の海洋エネルギー開発・施策は、諸外国に大幅な後れを取って

しまっており、要素技術の多様性がなくては次世代の実用化事業の芽は出ない。

諸外国と比べた場合、これまで培ってきた日本の要素技術の方が明らかに優れ

ているので、今後も、太陽、風力エネルギー分野と同様に、海洋エネルギー分

野の要素技術研究及び実用化研究についても継続的な取組みを望む。 
さらに、現在、各発電方式について、発電効率、設備稼働率、コスト等が同

じ尺度・基準で、直接比較できないため、統一した評価手法、試験手法等の確

立を期待する。 
 
〈主な肯定的意見〉 
○ 水力も含めてもエネルギー自給率が 10％しかない我が国にとって、海洋

エネルギーを自国産業として育成し、国内導入を図ることは重要である。

また、海洋エネルギー技術の国際競争力を高め、海外市場へ展開すること

は国内における新しい産業の創成としても必要である。これらのことを考

えると、本事業により海洋エネルギーの技術研究を進めることは我が国に

とって必要である。 
○ 海洋エネルギー分野に対するこのような事業が復活し、国主導で、この分

野に関わる技術開発及び関連産業の創出を推進することは、日本のモノづ

くり技術のさらなる進展に欠かせない。世界的にもイニシアティブを復権

できる可能性を大いに秘めている。このような事業を NEDO が積極的に

推進する意義は極めて大きい。 
○ 海洋エネルギー技術は、海洋国の日本にとっては極めて重要な技術であり、

本研究開発は今後海洋エネルギーの導入拡大、国際競争力の強化に貢献で

きると評価している。 
○ バランス良く計画されており、着実に実行されている。目標達成度と成果

の普及についても一定の客観的評価がなされている。 
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○ 震災後、原発再稼働が滞る現時点と今後を考えると、代替エネルギーとし

て、再生可能エネルギーを増やしていく必要がある。その一つとして、海

洋エネルギーを他の再生化可能エネルギーと並べ実用化レベルへ早く近

づける必要があり、その意味で、時期に適した研究開発プロジェクトと思

う。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 共通基盤研究をもとに NEDO として評価手法、試験手法等の確立が望ま

れる。 
● 実用化研究および要素技術研究ともに、さらに NEDO（国）が手厚くサ

ポートすべきである。特に、要素技術の多様性がなくては、次世代の実用

化事業の芽も出ない。また、要素技術研究は、日本のモノづくりを支える

中小企業も参画しやすいため、新たな事業主の拡大が望め、当該分野を支

える産業の裾野を拡げることに繋がると考えられる。 
● 目標として掲げた、2016 年以降の事業化時に発電コスト 40 円/kWh、2020

年以降の事業化時に発電コスト 20 円/kWh は、経済的な目標としては適

切だと思うが、個別の技術開発等を通じて、具体的にどのように目標を実

現していくのかがわからなかった。ファームを形成して量産するだけでは、

実現できないと思う。 
● 海洋エネルギーの実用化に向けて、設備利用率、使用年数などの経済性に

関わる評価指標が統一されることが望まれる。 
● ①共通基盤研究、②実証研究、③次世代研究開発の各々が互いに参照する

ことを求める等、相乗効果を発揮するような、相互評価ができる工夫がな

されれば更に良いと思う。 
● ステージゲート評価による継続あるいは終了の評価を、今後の公募案件で

は、厳しく審議する文化を育成する必要性を感じる。 
 
〈主なその他の意見〉 
・ 我が国の海洋エネルギー開発・施策は、諸外国に大幅な後れを取ってしま

った。しかしながら、諸外国と比べた場合、これまで培ってきた日本の要

素技術の方が明らかに優れている。したがって、今後も、太陽、風力エネ

ルギー分野と同様に、海洋エネルギー分野に継続的なサポートを行うべき

である。 
・ 次世代技術に分類されていても、実証ステージに移行できるものがあれば、

これを積極的に推進する姿勢を見せることにより、実用化を加速させる動

機づけに結びつけてはどうか。 
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・ 特許等の非公開の事情もあると思うが、各発電方式について、発電効率、

設備稼働率、コスト等が同じ尺度・基準で、直接比較できなかった。発電

コスト等の目標を上記のように具体的に掲げているのだから、直接比較優

劣も必要ではないか。 
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２）今後に対する提言 
海外でも海洋エネルギーの分野に力を入れており、素晴らしい要素技術はな

るべく早く実証研究につなげていかなければならない。国内における実証試験

の実施が困難であれば、海外での実施、更に海外事業化についても検討が必要

である。また、波、海流エネルギーが日本より豊富な欧州等に対応するために

は、運動制御による波力発電効率の向上の工夫等の他に、洋上風力との複合発

電の可能性等、付加価値創出の視点も必要と考える。 
さらに、海外の研究成果に基づいて国際規格の制定が進められている中で、

我が国の研究成果が海外で受入れられないものであると今後の海外市場への展

開が難しくなる。日本型の技術や新しい成果を国際基準に反映させるためには、

国際電気標準会議（IEC）や国際エネルギー機関（IEA）に積極的に参加し、必

要な情報を技術開発にフィードバックする、あるいは日本の技術を国際会議の

場で提案する活動が必要である。 
 
〈主な今後に対する提言〉 
・ 洋上で風エネルギーが豊富なところでは、風からエネルギーをもらって、

波エネルギーも豊富なはずである。波、流れエネルギーが日本より豊富な

欧州等に対応するためには、運動制御による波力発電効率の向上の工夫等

の他に、洋上風力との複合発電の可能性、風と波、流れエネルギーの豊富

な国内サイトの選定による付加価値創出（漁業関係者対応）の視点も将来

的に必要ではないか。 
・ 海洋エネルギーの分野に対して海外も非常に力を入れており、海外の研究

に負けないよう、素晴らしい要素技術はなるべく早く実証研究につなげて

いくことを期待する。また日本型の技術や新しい成果は 1 日も早く国際基

準に反映されることを願っている。 
・ 海外の先行研究の流れに沿って研究開発を進めることは必ずしも重要で

はないが、海外の研究成果に基づいて国際規格の制定が進められている中

で、我が国の研究成果が海外で受入れられないものであると今後の海外市

場への展開が難しくなる。そのため、国際標準化に関わる国際電気標準会

議（IEC）やその前段階となる研究開発の情報交換の場である国際エネル

ギー機関（IEA）に積極的に参加し、必要な情報を技術開発にフィードバ

ックする、あるいは日本の技術を国際会議の場で提案する活動が必要であ

る。 
・ 海洋エネルギー実用化への大きな壁は、対象サイトの地元関係者の承諾・

補償にある。現在は、実証フィールド試験サイトを選定するにあたり、当

該事業主によるところが大きい。国 or NEDO 主導で、複数のテストサイ
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トについて予め交渉・承諾・準備を済ませておけば、新たに参入する企業

や本分野に関わる技術者・研究者が増えると考えられる。 
・ 実用化、事業化を最終目標とする際、安全、性能に関する技術の確立に加

え、ライフサイクルの視点に立ち、設計、許認可、地域合意、製作・施工、

メンテ、撤去・リサイクル、標準化まで見据えた総合的な判断指標を、各

項に適切な重みを置いて設定することが重要と考える。 
 
〈主なその他の意見〉 
・ 諸外国に比べ、要素技術、法規制、海洋環境などを総合的に熟知した人材

が育成できていない。海洋エネルギー技術を支える次世代の人材育成が急

務である。専門の研究機関（国立の研究所 or 大学院（社会人を含む））を

設置し、継続的な技術者供給を行う必要がある。 
・ 国内における実証試験の実施が困難であれば、海外での実施、更に海外事

業化についても本事業の対象とすることで、技術開発実用化を加速させて

はいかがか。 
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１．２ 各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
自然エネルギーへの社会的要請は国内外を問わず極めて大きい。海洋エネル

ギーは、世界的に需要が見込める分野であり、実用化レベルへ早く近づける必

要がある。これまでに海洋エネルギー発電技術は実海域での運転実績が少なく

事業化に繋げていくためには、民間企業にとってはリスクが高い。また、海洋

エネルギーの利用技術は多様であり、それらの個々の可能性を排除することな

く幅広く育成して産業レベルまで発展させようとする本プロジェクトは、

NEDO の事業として妥当である。 
我が国の海洋エネルギー分野に関わる要素技術水準は、諸外国と比べて高い

レベルにあるが、国の施策が不透明なため、将来の投資にリスクを感じる実施

者が多い。今後、我が国のエネルギー政策（自然エネルギーに対する方針）を

これまで以上に明確に示されることを期待する。 
 
〈主な肯定的意見〉 
○ これまでに海洋エネルギー発電技術は実海域での運転実績が少なく、事業

化に繋げていくために、NEDO 主導の実証研究および技術研究開発が不

可欠である。 
○ 海洋エネルギーの利用技術は多様であり、それらの個々の可能性を排除す

ることなく幅広く育成して産業レベルまで発展させようとする本事業は

NEDO の事業として妥当である。また、海外の研究開発よりも実証レベ

ルでは後発となるが、国内でも大学や研究機関においてはこれまでも基礎

的な研究は行われており、世界レベルに追いつく機会を逃さないためにも

本事業は妥当である。 
○ 震災後、海洋エネルギーを他の再生可能エネルギーと並べ実用化レベルへ

早く近づける必要があり、この点では、公共性が高く、NEDO の関与が

必要とされる事業と思う。 
○ 自然エネルギーへの社会的要請は国内外を問わず極めて大きい。世界的に

需要が見込める海洋エネルギー分野ではあるが、民間企業にとってリスク

が高く、かつ、研究者が未だ少ないため、NEDO が主導で本事業を推進

し、継続的に資金面のサポートを今行う必要性は十分ある。 
○ 海洋エネルギー発電システムにおいては、タービン発電機などのキーデバ

イスと比較して、浮体・係留あるいは海洋構造物等のコストは大きな割合

を占める。NEDO の事業ということで、キーデバイスメーカと浮体・係

留あるいは海洋構造物等メーカの共同研究など分野と技術シーズの異な

る組織の連携推進を通じて、「エネルギーイノベーションプログラム」の
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目標達成のために寄与すると考える。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 我が国のエネルギー政策（自然エネルギーに対する方針）に対する方向性

をこれまで以上に明確に示すべきである。イギリス、ドイツ、デンマーク

等のエネルギー政策は国民レベルまで理解が浸透している。我が国は、民

間企業の海洋エネルギー分野に関わる要素技術水準は、諸外国と比べて極

めて高いレベルにある。しかしながら、国の施策が不透明なため、将来の

投資にリスクを感じる事業者が多い。そのため、基幹事業として位置付け

る事業者が少なく、かつ、新規参入が難しい状況にある。さらなる、資金

面・行政面のサポートが必要である。 
● 国外の技術開発と技術基準の動向とを継続的に調査し、実証研究と技術研

究開発に反映するとともに、日本で得られた成果を国際基準に反映するこ

とが望まれる。 
● 事業主体となりうる企業が主体で推進する事業と、大学など研究機関が要

素技術の開発を進めた上で事業主体となりうる企業に要素技術を提供す

る事業を、公募の段階から明確な区分けが必須ではないか。 
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２）研究開発マネジメントについて 
国外の技術動向、市場動向等を踏まえた戦略的な目標、目標達成度を判断で

きる具体的かつ明確な開発目標を設定している点は評価できる。また、プロジ

ェクトリーダーを選任することにより、費用対効果の最大化を目指し研究のリ

スク及び進捗管理が行われている。実施体制も大学と民間の共同開発体制が強

固となっており、早期実用化に向けて、大いに期待できる。 
今後、実証研究が確実に実施されるため、テーマによっては実施体制の中に

技術力を有する企業を実施者として追加選定するなど、定期的な実施体制の見

直しが望まれる。 
 
〈主な肯定的意見〉 
○ 国外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定され、また

目標達成度を判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定している点は

評価できる。 
○ NEDO 委託業務としての研究開発の実施体制の組織表の中で、プロジェ

クトリーダー、NEDO、共同研究者、再委託先などが、明記されマネジメ

ント体制は比較的クリアとなっている。 
○ 電源開発は極めて公共性の高い事業であり NEDO の関与は重要。PL を選

任することにより、費用対効果の最大化を目指し、研究のリスク及び進捗

管理が行われていると思われる。 
○ 諸外国のエネルギー戦略の情勢を踏まえ、我が国の数値目標、研究計画の

いずれも妥当なものであり評価できる。事業者の実施体制も大学と民間の

共同開発体制が強固となっており、当該技術の早期実用化に向けて、大い

に期待できる。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 事業化のより具体的なニーズの収集、事業化プロセスにおける課題解決の

ため、幅広い参加、特に事業家の参加が望ましい。 
● NEDO の委託先として、コンソーシアム体制の受託の場合、全体をマネ

ージする、受託先プロジェクトマネジャを明確にしないと、契約上 NEDO
が複数の参加者を個別にマネージしているような誤解を与え、委託先間の

コーディネーション主体明確でない。 
● 実証研究が確実に実施されるため、技術力を有する企業を実施者として追

加選定するなど、定期的な実施体制の見直しが望まれる。 
● 知的財産等の関係により基本的にはそれぞれのテーマにおいて独自で進

めなければならない研究であるが、海況データの共有や国内外市場のポテ
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ンシャル把握などはテーマ横断的に情報共有した方が効率的である。 
● 国際特許および国際標準化戦略については、公募方法・内容を含めて見直

しを行い、国際的にイニシアティブが取れる方策を検討すべきである。表

面的な資料収集・分析・提言の流用で終わってしまっては、世界における

日本のプレゼンスが益々低下する。より専門性の高い内容を取りまとめる

ことを念頭に、第一線で活躍する複数分野の専門家で構成された公募体系

とし、日本の独自の戦略を打ち出す素案作りとして位置付けた方が良い。 
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３）研究開発成果について 
大学等のシーズ研究が、民間企業の技術的サポートにより、2 年間という短い

間に素晴らしい成果を上げたテーマもあり、設定された目標は概ね達成されて

いる。また、既存技術の発電性能を上回る結果が得られており、今後、当該分

野の産業創出・拡大に向けて大いに期待できる。 
一方、知的財産の取得は精力的に行われているが、諸外国に比べ実用化及び

要素技術に関する情報発信が圧倒的に少ない。科学的・学術的な根拠となるコ

ア技術については、ジャーナル誌または国際会議において積極的に発表し、当

該技術の優位性をアピールする必要がある。また、知的財産では、要素単体の

みならず、要素の組み合わせ・複合に関する特許の知財化も必要である。 
 
〈主な肯定的意見〉 
○ 設定された目標は概ね達成されており、知的財産の取得も精力的に行われ

ている。メディアを通した情報発信も活発に行われている。 
○ 大学等のシーズ研究が、民間企業の技術的サポートにより、確実に研究成

果を上げている。その結果、既存技術の発電性能を上回る結果が得られて

おり、当該分野の産業創出・拡大に向けて大いに期待できる。 
○ 2 年間という短い間に大変素晴らしい成果を上げられたテーマがあり、そ

の成果は評価できる。 
○ 最終段階の実証では実際の国内商用化や国際競争力強化を実証すること

を意識しているとことは重要と考える。 
○ 一部海外からの技術導入の事案含めて NEDO 事業としての付加技術開発、

デバイスとしての効率向上、成果の対外発表などが行われている。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 国内外の情勢の変化により、予定どおり完了できないプロジェクトがある

が、今後の研究開発に繋げていけるように、これまで得られた研究成果を

しっかりとまとめられることを期待する。 
● 科学的・学術的な根拠となるコア技術については、ジャーナル誌または国

際会議において積極的に発表し、当該技術の優位性をアピールする必要が

ある。諸外国に比べ、実用化及び要素技術に関する情報発信が圧倒的に少

ない。ナショナルプロジェクト終了後は、日本を代表する海洋エネルギー

技術として、メジャーな国際会議で、戦略的にアピールする必要がある。 
● 技術開発の成果は目標を概ね達成していると思うが、経済性の目標が達成

できるのかどうか、わからなかった。 
● 要素単体のみならず、要素の組み合わせ・複合に関する特許が世界では多
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く知財化されている。一方国内では複合体として知財化する意識があまり

高くない。 
 
〈主なその他の意見〉 
・ 一部、将来有望な海外市場での発表を行った例が見られるが、国際シンポ

ジウム、学会や IEC 等の国際標準化の場での戦略的な発表を一元的に企

画する機能を、例えば NEDO 内に設置することを検討してはどうか。 
・ 中間評価時点では論文のような学術的レベルをクリアできるような十分

なデータが取得できていないことはやむを得ないと思われるが、メディア

等への表面的な情報発信にとどまらず、国際の場で我が国が優位に立つた

めの学術論文を今後数多く執筆していただきたい。 
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４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
いくつかの素晴らしい技術が開発され、実用化のために競合技術との性能比

較やコスト評価も行われており、海外の技術に対する優位性が認められる。ま

た、概ね実用化・事業化のシナリオが立てられており、それに沿って研究開発

が進められ、実施者は今後、実用化に参画していくと期待される。数年後には、

実証試験の成果を諸外国にアピールできる可能性がある。 
一方、欧州に比べ、我が国における海洋エネルギーの密度は低く、日本型の

技術が開発されることが望まれる。また、発電した電力は、最終的にはコンバ

ータ、インバータ、トランス、海底ケーブルなどを経て、送配電ネットワーク

に接続される。この電気部分の技術改良・コスト低減が発電原価に影響するこ

とから、今後、関連メーカの積極的関与が必要である。現在のコスト分析は、

前提条件の推定が甘く、説得力に欠ける。経済性の目標が達成できるのかどう

かは明確でない。 
 
〈主な肯定的意見〉 
○ いくつかの素晴らしい技術が開発され、実用化のために、競合技術との性

能比較やコスト評価も行われており、海外の技術に比べ、その優位性が認

められる。 
○ 大半の事案について、実施者の一部が今後事業推進者として、実用化に参

画していくと期待される。 
○ 概ね実用化・事業化のシナリオが立てられており、それに沿って研究開発

が進められている。 
○ 実証試験の成果については、数年後に諸外国にアピールできる可能性を大

いに秘めている。このような実証研究を継続的に進めることで、日本のプ

レゼンスを示し、本分野に関わる日本の要素技術、統合技術を輸出できる。 
○ 海外研究動向、国内研究実績を踏まえ、本邦における開発／生産技術に対

応するものが手堅く選択されている。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 発電は、最終的にはコンバータ、インバータ、トランス、海底ケーブルな

どを経て、送配電線ネットワークに接続される。この電気部分の技術改

良・コスト低減が発電原価に影響することから関連メーカの積極的関与が

必要ではないかと考える。 
● 実証試験でのコスト分析から商用化におけるコスト分析にシステマティ

ックに展開できる手法、例えば、PDCA サイクルのようなもの、を検討す

べきと考える。今のコスト分析は、前提条件の推定が甘く、説得力に欠け
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るように思われる。 
● 欧州に比べ、我が国における海洋エネルギーの密度は低く、日本型の技術

が開発されることが望まれる。 
● 経済性の目標が達成できるのかどうか、わからなかった。 
● 実用化、事業化への見通しは、初期段階においては、ジャーナル誌や国際

会議において、確実に実績を積んでいるか否かが一つの目安である．特に、

要素技術については、科学的・学術的な裏付けを十分見極めた上で、専門

家の審議を経て、委託開始すべきである。 
 
〈主なその他の意見〉 
・ 実用化デバイスの発電性能、コスト面の優位性を示す場合、その根拠とな

る海象条件とデバイス諸元などを正確に示す必要がある。また、電力会社

との協力関係によって、既存のインフラ設備の共同利用サービス体制の早

期構築が望まれる。 
・ 事業化に必須は量産化が必須だが、これに必要なサプライチェーン、生産

体制、設置工事体制の見込みについての項目をステージゲート評価対象と

してはいかがか？例えば、設置に必要な作業船や潜水工事技術者が十分揃

う見込みがあるかどうか、これらの体制整備に必要な動機づけに繋がる仕

組みの検討が重要だと思う。 
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２．個別テーマに関する評価結果 
２．１ 海洋エネルギー発電システム実証研究 
１）研究開発成果について 
いくつかの実証研究では、実証試験機の設計・製作が着実に進んでおり、概

ね中間目標を達成している。今後、実証試験に向けての各種の環境条件の精査

や実証試験機の製造等を行い、実際の海洋環境において実証試験を行うことに

より最終目標は達成可能であると考える。 
但し、テーマによって進捗状況に差が生じている。一部の研究内容について

は実証試験に至るためのシナリオと実証試験を行ったときに想定される成果に

曖昧な部分があり、具体的な計画を確定する必要がある。また、構造物の安全

性に対する検討が不明確な点については、実証試験前に十分な考察、追加試験

が必要である。 
 
〈主な肯定的意見〉 
○ 実証試験のステージに入るための研究内容が概ね計画通りに進められて

いる。一部の研究内容においては既に目標を達成しているものもある。今

後、実証試験に向けての各種の環境条件の精査や実証試験機の製造等を行

い、実際の海洋環境において実証試験を行うことにより目標を達成可能で

あると思われる。 
○ 実証試験機の設計・製作が着実に進んでおり、事業は概ね順調な進捗状況

である。また、従来技術の発電性能を上回る要素技術が含まれており、諸

外国の技術に対する日本技術の優位性がある。 
○ いくつかの実証研究は、予定どおりに目標を達成し、特許なども取得して

いることを評価できる。 
○ 一部を除き、概ね現時点での目標を達成しているものと思われる。また、

社会の理解を得られる情報発信も適切に行われていると思われる。 
○ 進度など案件による差異はあるものの、発電デバイスの効率向上、係留あ

るいは設置方法の検討など、概ね中間目標をクリアしている。実証実施地

域の調査も概ね進んでおり、実のある実証試験を期待したい。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 実証機の具現化には、概念設計に加え、基本設計・詳細設計が重要だが、

一部に、この説明が不十分なものが見られる。ステージゲート評価に入る

必要条件を明らかにすべきであると思う。場合によっては、小規模試験機

による検証を検討すべきと考える。 
● 実証研究の最初の 2 年間は FS の期間として設けられ、テーマによって進
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捗状況に差が生じており、柔軟な対応が望まれる。 
● 発電性能等を提示する際に、その海象条件を明確にした上で、目標達成を

議論すべきである。また、構造物の安全性に対する検討が不明確な点につ

いては、実証試験前に十分な考察、追加試験が必要である。 
● 発電単価 40￥/kWh のベースとなる取り合い条件設定を明確にする必要

がある。そのためには、電機メーカの積極的参画が望まれる。 
● 一部の研究内容については実証試験に至るためのシナリオと実証試験を

行ったときに想定される成果に曖昧な部分があり、具体的な計画を確定す

る必要がある。 
 
〈主なその他の意見〉 
・ 特許等の非公開の事情もあると思うが、各発電方式について、発電効率、

設備稼働率、コスト等が同じ尺度・基準で、直接比較できなかった。発電

コスト等の目標を上記のように具体的に掲げているのだから、直接比較優

劣も必要ではないか。 
・ 保守インターバル・アクセスなどを含む保守計画が発電単価に直結するの

で、その計画と実施状況について明示させる必要がある。 
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２）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み、今後に対する提言につい

て 
日本の自然環境条件を考慮した研究開発が実施され、テーマ間の差異はある

が、技術的には実用化の目途は立っている状況にある。目標となる発電単価を

達成するための社内調整や量産化によるコストダウン、設備全体の中の要素の

コスト配分が検討されており、実証試験後の実用化・事業化は期待できる。 
但し、一部の研究内容については、浮体・係留システム開発、小規模電力出

力の電気システム系検討、保守など、目標レベルへの実用化へのハードルは高

いと考える。 
なお、今後、実用化・事業化を拡大していくためには、漁業関係者のみなら

ず、海洋環境および海洋生物との共存を視野に入れた検討が必要である。いく

ら技術が優れていても、共存のハードルをクリアできなければ、国民・社会か

ら受け入れられない。目標として掲げた発電コスト 40 円/kWh（2016 年以降の

事業化時の試算）を、個別の技術開発等を通じて、具体的にどのように目標を

実現するのかをより明確にして欲しい。 
 
〈主な肯定的意見〉 
○ 日本の自然環境条件を考慮した研究開発が実施され、今後の実用化・事業

化に貢献できる。 
○ 目標となる発電単価を達成するための社内調整や量産化によるコストダ

ウン、設備全体の中の要素のコスト配分が検討されており、実証試験後の

事業化は概ね可能であると思われる。 
○ 技術的には実用化の目途は立っている状況にある。事業化に向けた今後の

課題も明確で、そのための方策も検討されており、評価できる。また、事

業者の技術レベルも高い水準にあるため、当該事業を確実に遂行できると

考えられる。全般に、実証試験実施にあたり、地域との合意形成が順当に

行われ現実的である。 
○ 案件間の差異があるが、4 件の案件中２件については技術面および推進体

制からも実用化・事業化が期待できる。1 件は、実証候補地変更により計

画が遅れるものの、実用化・事業化の期待できる。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 基本設計、詳細設計、建造計画、部品調達計画、設置工事計画、メンテナ

ンス計画についての進捗を評価の対象とすべきと考える。 
● 日本国内における風力、太陽光などの競合技術の進展を考慮に入れた実用

化・事業化の道を探ることが望まれる。 
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● 計画、事業化については、目標として掲げた、2016 年以降の事業化時に

発電コスト 40 円/kWh が、個別の技術開発等を通じて、具体的にどのよ

うに目標を実現していくのかがわからなかった。ファームを形成して量産

するだけでは、実現できないと思う。 
● 実用化・事業化後の評価（事後評価）について、新たに追加検討すべきで

ある。特に、発電量、メンテナンス費、稼働率等のデータは、実施前の予

測と比べた上で、全て公表すべきである。このようなデータ公開が、次世

代の技術開発に向けて極めて有用な情報提供となり、我が国の海洋エネル

ギー技術開発につながっていくものと考えられる。 
● 上記３件以外の残り 1 件については、浮体・係留システム開発、小規模電

力出力の電気システム系検討、保守など、目標レベルへの実用化へのハー

ドルは高いと考える。 
 
〈主なその他の意見〉 
・ 今後、実用化・事業化を拡大していくためには、漁業関係者のみならず、

海洋環境および海洋生物との共存を視野に入れた検討が必要である。いく

ら技術が優れていても、共存のハードルをクリアできなければ、国民・社

会から受け入れられない。諸外国では、既に検討が始まっており、今後、

海の環境アセスメントが必須になると考えられる。 
・ ステージゲート評価を明確にして、それをクリアした案件のみ先に進める

ルールの公募者への認識徹底が望まれる。 
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２．２ 次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 
１）研究開発成果について 
有望な技術が選定され、2 年間という短い間に素晴らしい成果を上げており、

その成果は高く評価できる。２件ともに主要デバイスの開発という視点におい

て実用化検討に必要な要素技術を完成させるための研究開発が計画通りに進め

られており、各種の試作や試験において成果が上がり、概ね事業は良好に進ん

でいると判断され、中間目標を達成している。 
一方、海洋エネルギーの分野に対して海外も非常に力を入れており、技術的

に目途がついているものは、小規模実証試験や海外実証サイトでの試験実施に

より、段階を踏みつつ開発を加速させ、日本型の技術や新しい研究成果が 1 日

も早く実証されることが望まれる。海洋温度差発電については、システム全体

から見てサイクルと熱交換器以外の主要デバイスの特定技術開発の目標設定な

どを加える必要がある。 

 
〈主な肯定的意見〉 
○ 有望な技術が選定され、現時点で期待される目標を達成し、社会の理解を

得る取り組みが適切に行われている。 
○ 中間目標は、２件ともに主要デバイスの開発という視点において目標を達

成している。熱交換器に関する研究開発は、その成果の今後工業製品への

応用、普及という副次効果が期待される。 
○ 研究成果は、中間目標を達成しており、概ね事業は良好に進んでいると判

断される。特に、各事業のコアとなる要素技術の進展は目覚ましく、評価

できる。 
○ 2 年間という短い間に大変素晴らしい成果を上げられており、その成果は

高く評価できる。 
○ 実用化検討に必要な要素技術を完成させるための研究開発が計画通りに

進められており、各種の試作や試験において成果が上がっており、本研究

後の実用化は概ね可能であると思われる。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 技術的に目途がついているものは、小規模実証試験や海外実証サイトでの

試験実施により、段階を踏みつつ開発を加速させるべきと考える。 
● 海洋温度差発電については、システム全体から見てサイクルと熱交換器以

外の主要デバイスの特定技術開発の目標設定などを加える必要がある。 
● 最終目標を達成するにあたり、力学的検討が不十分な点が散見される。数

値シミュレーション及びシステム開発については、考慮できる点、考慮で
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きない点を明確にした上で、十分な精度検証を行い、設計ツール化を行う

べきである。 
● 論文化し易い要素技術を対象としているのであるから、論文投稿をもっと

積極的に行い、国際標準化を目標として、我が国のプレゼンスを向上して

いただきたい。 
● 海洋エネルギーの分野に対して海外も非常に力を入れており、日本型の技

術や新しい研究成果が 1 日も早く実証されることが望まれる。 
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２）実用化に向けての見通し及び取り組み、今後に対する提言について 
今後の進展が期待できる要素技術について、実用化に向けて大学と民間企業

の役割が明確な取り組みが行われ、科学的根拠に基づく研究成果が得られてい

る。また実用化のために必要な実証試験の海域調査等の準備がなされており、

本プロジェクト後の実用化は概ね可能であると考える。 
水中浮遊式海流発電は、各要素の研究目標がクリアであり、委託先に実用化

に向けて推進者となる企業が参加しており、研究成果が実用化に向けて得られ

ている。海洋温度差発電は、タービンも含めたシステム全体の構想が必要であ

り、実用化に向けた全体コスト見直しおよび技術課題の洗い出しなどが必要で

ある。 
今後、最終的な数値目標を達成するにあたり、種々の試験・シミュレーショ

ンを行う予定となっているが、その試験条件等を明確にすべきである。特定の

条件下のみならず、できる限り多くの海象条件を想定し、データ蓄積を行った

上で、実用化に向けた見通しをまとめることを期待する。 
 
〈主な肯定的意見〉 
○ 大学と民間企業の役割が明確であり、研究成果の実用化に向けた取り組み

が行われていることは評価できる。 
○ 実用化を行う実施者を明確化しており、また実用化のために必要な実証試

験の海域調査等の準備がなされており、実用化は可能である。 
○ 今後の進展が期待できる要素技術について、科学的根拠に基づく研究成果

が得られており、本研究終了時には、実用化研究への意向が期待できる。 
○ 海洋エネルギー利用への期待に応える社会的効果は高いものと思われる。 
○ 水中浮遊式海流発電は、各要素の研究目標がクリアであり、委託先に実用

化に向けて推進者となる企業が参加しており、研究成果が実用化に向けて

的確に引き継がれる。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 今後、最終的な数値目標を達成するにあたり、種々の試験・シミュレーシ

ョンを行う予定となっているが、その試験条件等を明確にすべきである。

特定の条件下のみならず、できる限り多くの海象条件を想定し、データ蓄

積を行った上で、実用化に向けた見通しをまとめることを期待する。 
● 実証試験に向けて、民間企業との連携強化が望まれる。 
● 目標として掲げた、2020 年以降事業化時に発電コスト 20 円/kWh が、個

別の技術開発等を通じて、具体的にどのように目標を実現していくのかが

わからなかった。ファームを形成して量産するだけでは、実現できないと
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思う。 
● 海洋温度差発電においては、システム全体をマネジメントする企業が現時

点で参画してなく、コスト全体の把握もコスト見積もり外注となっている。

このため実用化に向けた全体コスト見直しおよび技術課題の洗い出しな

ども今後必要となる。 
 
〈主なその他の意見〉 
・ 海洋エネルギーの分野に対して海外も非常に力を入れており、素晴らしい

要素技術はなるべく早く実証研究につなげていくことを期待する。 
・ 諸外国では、要素技術の研究進展が目覚ましく、そのプロジェクト数、参

加国も年々急激に増えている。次世代の実用化技術を継続的に創出するた

めには、そのプレステージとなる要素技術の大幅な支援策が必須である。 
・ 海洋温度差発電については実用化を目指すのであれば、タービンも含めた

システム全体の構想が必要であり、熱交換器部分だけの研究では実用化ま

でのプロセスに疑問が残る。 
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２．３ 海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 
１）研究開発成果について 
我が国で海洋エネルギー技術開発を推進するための基盤として必要となる水

槽試験や実海域試験等の試験手順や、海洋エネルギー機器の性能・信頼性・コ

ストの評価方法、ステージゲート評価手法、関連する国内法などが取り纏めら

れ、海洋エネルギー発電システム実証研究と次世代海洋エネルギー発電技術研

究開発テーマの遂行に役立っている。また、諸外国の海洋エネルギー研究およ

び実証事例について、わかりやすくまとめられており、当該分野に新たに参入

する事業者に対して、広範な情報を簡潔に理解できる成果物として評価できる。 
但し、国内の海洋産業の成長を目標とするのであれば、風力、太陽光などの

競合技術の導入状況を考慮に入れた市場規模の評価が必要である。また、国内

市場だけでなく海外市場のポテンシャルと導入に必要な条件も把握すべきであ

る。 
 
〈主な肯定的意見〉 
○ 情報収集・分析調査、ステージゲート評価手法、実試験項目の洗い出し、

関連する国内法の洗い出しなど、当初の目標は達成されたと評価する。こ

の成果今後の開発に有効利用できる。 
○ 我が国で海洋エネルギー技術開発を推進するための基盤として必要とな

る水槽試験や実海域試験等の試験手順や、海洋エネルギー機器の性能・信

頼性・コストの評価方法が取り纏められており、成果が達成されている。 
○ 諸外国の海洋エネルギー研究および実証事例について、コンパクトにわか

りやすくまとめられている。本研究は、当該分野に新たに参入する事業者

に対して、広範な情報を簡潔に理解できる成果物として評価できる。 
○ 国内外における海洋エネルギー発電の技術、基準、評価手法が詳細に調査

され、実証研究と技術研究開発の遂行に役立っている。 
○ 実用化・事業化に向けて、事業家が投資判断を行う際の投資対象適格性を

把握するために行う調査活動の基礎的な参考資料として有用であると思

う。 
 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 実証研究あるいは次世代研究開発とは異なり、本基盤研究のような調査、

評価手法検討などは、NEDO としての要件定義を明確にした上での委託

発注業務として扱いを明確にした方が応募者のスタンスが明確となる。 
● 市場調査に関する成果は、主として国内市場を対象としているが、海洋エ

ネルギー設備の形式は多岐にわたり、設置が想定される海域も様々である
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ため、国内の海洋産業の成長を目標とするのであれば、国内市場だけでは

なく海外市場のポテンシャルと導入に必要な条件も把握すべきである。 
● 先行する欧州を参考にすることは大事だが、日本を含むアジア市場等の今

後、有望と目される市場の分析を、政策提言も視野に入れて掘り下げてい

ってはいかがか。 
● 単なる情報収集と簡単な分析に終わっており、研究成果が従来知見と何ら

変わらないため、本事業で新たに見出される情報は極めて少ない。要素技

術、海象条件、電気事業法、安全基準等が諸外国で異なることを勘案する

と、より詳細な情報収集と、それに基づく深い分析が必要である。国内外

の比較・分析結果を踏まえ、①国際基準に沿った評価方法、②日本独自の

新たな基準案等に分けて、提示されると良い。 
● 風力、太陽光などの競合技術の導入状況を考慮に入れた市場規模の評価が

必要であり、また調査した設計基準や評価手法などを実証研究と技術研究

開発に反映することが望まれる。 
● 海外と国内の海洋エネルギー量（波、流れ等）、海域の水深、地形、設計

外力条件等の比較から、海外の発電装置を国内へ適用する際に、具体的に

どのような問題点や課題があるのかが、一目でわかるような調査報告にし

てほしい。 
 
〈主なその他の意見〉 
・ NEDO ステージゲート評価、実試験項目・評価など、NEDO としてこの

成果をもとに審議し新たなルール作りが望まれる。 
・ 最終的には、海洋エネルギー発電デバイスの設計手引き書を作成すること

が重要と考える。事業者向けの手引書作成に当たっては、当該分野の専門

家（学識経験者、設計技術者、行政）による取りまとめ（例えば、設計マ

ニュアル本の出版など）が必要である。 
・ 国外の技術開発と技術基準の動向とを継続的に調査し、実証研究と技術研

究開発に反映するとともに、日本で得られた成果を国際基準に反映するこ

とが望まれる。 
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３．評点結果 
３．１ プロジェクト全体 

1.8 

2.2 

2.0 

2.8 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.8 A A A A B A 
２．研究開発マネジメントについて 2.0 B A B B B C 
３．研究開発成果について 2.2 A B B B B B 
４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
1.8 B B A C C B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

平均値 
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３．２ 個別テーマ 
 
３．２．１ 海洋エネルギー発電システム実証研究 

2.0 

2.2 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化に向けての

見通し及び取り組みについて

1.研究開発成果

 
 
３．２．２ 次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

1.8 

2.5 

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化に向けての見通し

及び取り組みについて

1.研究開発成果

 
３．２．３ 海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 

1.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

1.研究開発成果

 
 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ 海洋エネルギー発電システム実証研究 
 １．研究開発成果について 2.2 A B B B B B 
 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 2.0 A B B C B B 

３．２．２ 次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 
 １．研究開発成果について 2.5 B A A B B A 
 ２．実用化に向けての見通し及び取り

組みについて 1.8 B B A C C B 

３．２．３ 海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 
 １．研究開発成果について 1.7 C B B C B B 
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 
 



 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「風力等自然エネルギー技術研究開発／ 
海洋エネルギー技術研究開発」 

 
 
 

事業原簿【公開】 

 

担当部 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
新エネルギー部 

 

 

複 製 禁 ず 

「海洋エネルギー技術研究開発」 
（中間評価）分科会 

資料 5-1 
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概 要 
最終更新日 平成 25年 6月 27日 

プログラム（又は

施策）名 
風力等自然エネルギー技術研究開発  

プロジェクト名 海洋エネルギー技術研究開発 プロジェクト番号 Ｐ０７０１５ 

担当推進部/担当

者 
新エネルギー部 担当者氏名 大重隆、斎藤弘道、高橋義行（平成 25年 6月現在） 

０．事業の概要 

海洋エネルギー発電は、世界的には一部実用化されているものの、実証研究のフェーズにあり、

まだ、市場は確立されていない。四方を海に囲まれた我が国は、海洋エネルギーの賦存量が大き

く、波力発電技術や潮力発電技術、その他海洋エネルギー発電技術について早期に実用化を図るこ

とが重要である。本事業では、海洋エネルギー発電に係る要素技術の開発から実用化へ向けた技術

開発を行い、中長期的に他の再生可能エネルギーと同程度の発電コストを達成することに貢献する

ことで、新たな産業の育成や国際競争力の強化に資することを目的とする。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

 海洋先進国では海洋エネルギー利用に向けた研究開発が活発である。このため我が国の現状で

は、世界に遅れを取る事が必定で、早急に総合的な事業を展開する必要がある。重要なことは、技

術開発のための事業で終わらせないことである。すなわち、事業化、ビジネス化を念頭にした検討

が進められ、本事業の成果が、着実に具体化され実事業に結びつく事が期待される。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                              

 

事業の目標 

中間目標（平成２４年度） 

(1)海洋エネルギー発電システム実証研究 

実海域における実証研究のためのＦＳを完了し、ＦＳの結果に基づき実証研究の実現可能性を

示す。 

(2)次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

次世代海洋エネルギー発電技術のデバイス特性の把握、基礎要素試験等を実施し検証完了す

る。検証結果に基づき次世代海洋エネルギー発電システムの概念設計を完了する。 

(3)海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 

各々の海洋エネルギー発電技術および海洋エネルギー発電システムの性能試験・評価方法や手順 

に関する検討を終了する。 

 

最終目標（平成２７年度） 

(1)海洋エネルギー発電システム実証研究 

海洋エネルギー発電システムの実証試験を実海域で実施し、実証試験終了時に、事業化時の試

算で発電コスト４０円／ｋＷｈ以下となることを示す。 

(2)次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

縮尺モデルによる性能試験・評価を完了し、事業化時に発電コスト２０円／ｋＷｈ以下の実現

に向けた次世代海洋エネルギー発電技術を確立する。 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ23fy Ｈ24fy Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy  

海洋エネルギー

発電システム実

証研究 

 

     

次世代海洋エネ

ルギー発電技術

研究開発 

 

     

海洋エネルギー

発電共通基盤技

術研究開発 

 

     

 

開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実

績額を記入 

（ 単 位 ： 百 万

円） 

会計・勘定 Ｈ23fy Ｈ24fy Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy 総額 

一般会計       

特別会計 

（需給） 
390 1,735 2,520   4,645 
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契約種類： 
○をつける 
（委託（○）助

成（ ） 共

同研究（負担

率（2/3） 

加速予算 
（成果普及費を含

む） 
      

総予算額 390 1,735 2,520   4,645 

（委託） 92 537 1,114   1,743 

（助成） 
：助成率△/□ 

                

（共同研究） 
：負担率 2/3 

298 1,198 1,406   2,902 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー対策課 

プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 
横浜国立大学  名誉教授 亀本喬司（平成 25 年度より PL を委嘱） 

委託先（＊委託

先が管理法人の

場合は参加企業

数および参加企

業名も記載） 

(1)海洋エネルギー発電システム実証研究 

三井造船㈱ 

三菱重工鉄構エンジニアリング㈱、東亜建設工業㈱ 

㈱ジャイロダイナミクス、日立造船㈱ 

川崎重工業㈱ 

三井海洋開発㈱ 

市川土木㈱、協立電機㈱、いであ㈱ 

(2)次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

国立大学法人佐賀大学、㈱神戸製鋼所 

国立大学法人東京大学、㈱ＩＨＩ、㈱東芝、㈱三井物産戦略研究所 

広島工業大学、ナカシマプロペラ㈱、五洋建設㈱ 

国立大学法人東京大学、国立大学法人九州大学、佐世保重工業㈱ 

(3)海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 

㈱三菱総合研究所 

みずほ情報総研㈱ 

情勢変化への対

応 

平成 24年度に追加公募を実施。 

平成 25年度に仕様書を変更し、事業者の組織する外部有識者による推進委員会を設置。 

中間評価結果へ

の対応 
 

  
評価に関する事

項 

事前評価 22年度実施  事務局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課 

中間評価 25年度実施予定 

事後評価 28年度実施予定 
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Ⅲ．研究開発成果

について 

(1)海洋エネルギー発電システム実証研究 

中間目標：実海域における実証試験のための FS を完了し、FS の結果に基づき実証研究の実現可

能性を示す。 

全体成果：ステージゲート評価委員会において、FS における技術的完成度は高く、実証研究の

実現性は高いと評価。 

個別テーマの成果： 

①機械式波力発電 

 高効率の発電を可能にする同調制御手法を確立し、高水準の一次変換効率を達成した。 

②空気タービン式波力発電 

 防波堤と PW-OWC一体型ユニット模型を製作し、システムの効率と安全性の検証を行った。 

③ジャイロ式波力発電 

 大型ジャイロの設計・試作を行い、目標を上回る高水準の低駆動損失を達成した。 

④着定式潮流発電 

 着定式潮流発電装置の想定仕様における基本設計を完了し、高性能な水中翼および電力取出

装置を実現。 

 

(2)次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

 中間目標：次世代海洋エネルギー発電技術のデバイス特性の把握、基礎要素試験等を実施し検証

完了する。検証結果に基づき次世代海洋エネルギー発電システムの概念設計を完了す

る。 

 全体成果：次世代海洋エネルギー評価委員会において、概念設計は完了しており、実証研究に移

るべく研究加速したいと評価。 

 個別テーマの成果 

 ①水中浮遊式海流発電 

  水中翼および安定した水中浮遊のための浮力調整、精度よく浮体運動を解析するためのシミュ

レーション法などの要素開発を行い、発電システムの諸元と構成要素をまとめ、発電コストを

試算した。 

 ②海洋温度差発電 

  高性能熱交換器プレートの要素開発をすすめ、熱サイクルと熱交換器および作動流体の評価を

行い、発電システムの仕様検討・基本設計を実施したうえで、発電コストの試算をした。 

 

(3)海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 

 最終目標：各々の海洋エネルギー発電技術および海洋エネルギー発電システムの性能試験・評価

方法や手順に関する検討を終了する。 

 個別テーマの成果 

 ①海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析 

海洋エネルギーを利用した発電に関する各国の技術開発や市場動向を情報収集し、費用対効

果の検討を行い、海洋エネルギー発電の事業性の評価および市場可能性を検討。 

 ②海洋エネルギー発電技術ん性能試験方法等の検討 

  海洋エネルギーの発電効率、発電特性等の性能信頼性を評価する試験手法等について海外情報

を収集・分析し、NEDOステージゲート評価に係る評価手法を確立した。 

投稿論文 「査読付き」2件、「その他」17件 

特  許 「出願済」21件、「登録」0件、「実施」0件（うち国際出願 0件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

「研究発表・講演」31 件、「新聞・雑誌等への掲載」81 件、「展示会への出

展」6件 

Ⅳ．実用化・事業

化の見通しに

ついて 

(1)海洋エネルギー発電システム実証研究 

 海洋エネルギー発電の実用化・事業化における大きな課題でとなる、発電効率の高効率化と発電

コストの低減に向けた研究開発に取り組んでいる。ステージゲート評価委員会により、事業化を

目指した発電コスト目標の実現可能性について確認しており、今後、平成 26年度に実海域に発

電装置を設置し、実証試験を行うことで、実用化・事業化の見通しをより明らかにして行く。 

(2)次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

 海洋エネルギー発電の将来市場である本土地域での事業化も含め、発電システムの大規模化・

ファーム化を想定した研究開発を行っている。次世代海洋エネルギー評価委員会では、技術の完

成度・目標達成の実現性について高い評価を得ており、今後は要素技術の確立だけでなく、実用

化を見据えたスケールモデルによる試験評価を行い、実用化を確実なものにして行く。 

 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

 

作成時期 20年 3月 作成 

変更履歴 23年 6月 改訂「海洋エネルギー技術研究開発」を新規で追加 
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プロジェクト用語集 
 
 
ＣＦＤ 

数値流体力学（Computational Fluid Dynamics の略）。流体の運動に関する方程式をコンピュータ

で解くことによって流れを観察する数値解析・シミュレーション手法。計算流体力学とも言う。 

 

ＥＥＺ 

排他的経済水域（Exclusive Economic Zone の略）。国連海洋法条約に基づいて設定される経済的

な主権がおよぶ水域のこと。 

 

ＴＬＰ 

緊張係留式プラットフォーム（Tension Leg Platform の略）。強制的に半潜水させた浮体構造物と

海底に打設した基礎杭を鋼管で接続し、強制浮力によって生じる緊張力（Tension）を利用して係留

する洋上プラットフォーム。 

 

ＲＰＳ法 

2002 年 6 月に公布された「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」のこと。

電気事業者に対して、一定量以上の新エネルギー等を利用して得られる電気の利用を義務付けること

により、新エネルギー等の利用を推進していくもの。 

 

海洋エネルギーポテンシャル 

ここでは、海水のもつ物理的な位置エネルギー・運動エネルギー・熱エネルギーのこと。単位は、

単位時間あたりのエネルギー量[J/s]、すなわち仕事率[W]で表現する。 

 

海洋温度差発電 

海洋温度差発電は、推進 500ｍ以上の深海水と地表近くの海水温との温度差を利用して発電する方

式である。 

 

海流発電 

海流とは、球規模でおきる海水の水平方向の流れの総称。潮流とは異なり、ほぼ一定方向に長時間

流れる。日本付近の海流としては、黒潮や親潮（千島海流）などが知られている。海流発電とは、こ

の海流エネルギーを利用した発電システムである。 

 

グリッドパリティ 

再生可能エネルギーによる発電コストが既存の電力のコスト（電力料金、発電コスト等）と同等か

それより安価になる点（コスト）。 

 

系統電源 

系統電源とは、電力会社の商業用の配電線網から供給される電源のことである。太陽電池や風力発

電などによる発電は、大抵の場合、系統電源から供給される電力との連携が必要となるが、それを
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系統連系と呼んでいる。 

 

系統連係 

系統連係とは、新エネルギーやローカルエネルギーなどの発電設備と配電線を接続して、電力のや

りとりをすることである。連係方式には、常時電気のやりとりが可能な並列連携システムと、通常は

両者を切り離しておき、発電設備からの電気が不足した場合に配電線から電気を受け取る切り替えシ

ステムがある。 

 

固定価格買取制度（ＦｉＴ） 

固定価格買取制度（Feed-in Tariff）とは、エネルギーの買い取り価格（タリフ）を法律で定める

方式の助成制度。地球温暖化への対策やエネルギー源の確保、環境汚染への対処などの一環として、

主に再生可能エネルギーの普及拡大と価格低減の目的で用いられる。設備導入時に一定期間の助成水

準が法的に保証されるほか、生産コストの変化や技術の発達段階に応じて助成水準を柔軟に調節でき

る制度である。 

 

再生可能エネルギー 

エネルギーとして利用した後、再び利用可能なエネルギーのこと。太陽、バイオマス、水力、風力、

地熱、海洋エネルギー（温度差、潮力（潮位差、潮流）、波力、海流、塩分濃度差）等を指す。 

 

設備容量 

発電デバイスの最大出力（定格出力）の合計値。 

 

設備利用率 

発電システムの最大出力（定格出力）に対する利用率を表すもので下式により求められる。 

年間設備利用率[％]＝正味年間発電量[kWh]÷（定格出力[kW]×24[h]×365[日]）×100 

 

潮流発電 

潮流とは、潮汐（潮の干満）により生じる海水の水平方向の流れ。海流がほぼ一定方向に長時間流

れるのに対し、潮流は時間の経過に伴って流れが変化し、短い周期性を持つ。潮流発電とは、この潮

流エネルギーを利用した発電システムである。 

 

ナウファス 

全国港湾海洋波浪情報網（NOWPHAS:National Ocean Wave information network for Ports and 

HArborS）のこと。国土交通省港湾局・各地方整備局・北海道開発局・沖縄総合事務局・国土技術政

策総合研究所および独立行政法人港湾空港技術研究所の相互協力のもとに構築・運営されている我が

国沿岸の波浪情報網で、2013 年 3月現在、75観測地点において、波浪の定常観測を実施している。 

 

波周期 

波周期とは、ある点において、波の頂上から次の波の頂上が来るまでの時間のこと。 
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波高 

波高とは、発生した波の頂上から谷までの高さのこと。波高は、風が強いほど、長く吹き続けるほ

ど、また、風の吹く距離が長いほど高くなる。 

 

発電効率 

発電効率とは、使用するエネルギー量に対する得られた電気エネルギー量の比率のことである。 

 

波力発電 

波力発電とは、主に海水などの波のエネルギーを利用して発電する発電システムである。 

 

分散型電源 

分散型電源とは、比較的発電規模が小さく、需要地内に分散して配置される電源である。発電は、

集中型と分散型に分類され、需要に応じて小規模の発電システムを設置するのが分散型である。分散

型電源としては、太陽光発電、風力発電、小水力発電、バイオマス発電、マイクロガスタービンなど

を指す。負荷の平準化や自然エネルギーの有効活用が可能で、また集中型の場合の長距離送配電網を

必要とせず、需要地内でエネルギー需給ができる。 

 

有義波・有義波高・有義波周期 

ある地点で連続する波を観測した時、波高の高い方から順に全体の 1/3 の個数の波（例えば 20 分

間で 100 個の波が観測されれば、大きい方の 33 個の波）を選び、これらの波高および周期を平均し

たものを有義波（有義波高、有義波周期）と言う。 

 

 

参考文献等 
・三井海洋開発株式会社ホームページ 
・フリー百科事典ウィキペディア 
・独立行政法人 港湾技術研究所ホームページ 
・金沢地方気象台ホームページ 
・気象庁ホームページ 
・資源エネルギー庁ホームページ 
・ＮＥＤＯホームページ 
・フリー百科事典ウィキペディア 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 
 
1. NEDO の関与の必要性・制度への適合性について 
1.1. NEDO が関与することの意義 

NEDO では、これまで取り組まれてきた再生可能エネルギーと競合しない新たなエネル

ギー源として、これまで未活用だった再生可能エネルギーに着目し、平成２１年度に「新エネ

ルギー等の未利用技術・未利用エネルギー等の現状と課題に関する調査」を実施し、未活用エ

ネルギーの現状について調査を行った。その中で、海洋エネルギーを利用した発電技術（以下、

「海洋エネルギー発電技術」という。）について、現在欧米を中心に盛んな研究開発がおこな

われており、新たな産業が創出される可能性があることが確認された。ただし、これらの海洋

エネルギー発電技術は未だ実海域での運転実績が少なく、発電原価も高コストとされており、

風力発電や既存の基幹電力レベルまでコストを低減し事業化していくためには、中・長期的な

研究開発および実証研究が必要であることも明らかとなった。 
本事業では、海洋エネルギー発電技術における新規産業の創出および国際競争力の強化に資

することを目的に、実用化に向けた実証研究や高効率化研究等の要素技術開発を実施し、海洋

エネルギー発電技術の実用化段階への迅速な移行を目指す。本事業を実施することにより、国

内のエネルギーセキュリティの向上、海洋エネルギー発電技術に係る国内技術の確立および海

外市場への進出が期待されることから、その意義は大きい。また、海洋エネルギー発電市場が

未だ創出されていない中で中・長期的な技術開発を行うことは、民間企業にとってリスクが高

いため、NEDO はこれらの技術開発を主導して実施する。 
もとよりエネルギー技術開発は、長期の開発期間を要するとともに大規模な開発投資を必要

とする一方で将来の不確実性が大きく、民間企業が持続的な取り組みを行うことは必ずしも容

易ではない。我が国では、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民双方が

この方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取り組みを可能とするために「エネ

ルギーイノベーションプログラム計画」（2008 年 4 月）が制定されている。 
本事業は、この「エネルギーイノベーションプログラム」の一環として実施しており、

NEDO では、民間企業だけではリスクが高く実用化が困難と思われる海洋エネルギー発電技

術に関して、産官学の英知を結集し、政策当局との連携を図り方向性を共有しながら、技術開

発を主導すべくプロジェクトマネージメントを行う。 
 

1.2. 実施の効果（費用対効果） 
我が国の海洋エネルギー発電は、過去に大規模な実証試験が行われたこともあるが、発電コ

ストが高いことや技術の安全性や性能にかんする評価手法が体系的に整えられていないことな

どの課題があり、未だ研究段階にある。世界においても、一部実用化に近い技術もあるものの、

海洋エネルギー発電の多くは実証試験段階にあると言える。しかし、近年は効率の向上や制御

の向上等が見込まれることもあり、既存技術の組み合わせや新規技術の開発等によって、海洋

エネルギー発電の性能の向上や経済性の向上が期待されている。 
本事業では、海洋エネルギー発電に係る要素技術の開発から実用化へ向けた技術開発を行い、

中長期的に他の再生可能エネルギーと同程度の発電コストの達成に貢献することで、新たな産

業の創出や国際競争力の強化に資することを目的とする。 
なお、本事業は、共同研究事業（NEDO 負担率２／３）として「海洋エネルギー発電シス
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テム実証研究」（以下、「実証研究」）、委託事業（NEDO 負担率１／１）として「次世代海洋

エネルギー発電技術研究開発」（以下、「要素技術開発」）および「海洋エネルギー発電技術共

通基盤研究」（以下、「共通基盤研究」）を実施する。事業期間は平成２３年度から平成２５年

度の５か年である。事業期間の開発予算額の推移を表Ⅰ.1.2-1 に示す。 
 
               表Ⅰ.1.2-1 開発予算          （単位：百万円） 
会計 形態 研究項目 Ｈ23fy Ｈ24fy Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy 総額 

特別会計 

（需給） 

共同研究 実証研究 298 1,198 1,406   2,902 

委託 
要素技術開発 72 508 1,114   1,694 

共通基盤研究 20 29    49 

総   額 390 1,735 2,520   4,645 

 
海洋エネルギー発電の世界における初期市場は、研究開発および実証試験で先行する欧州諸

国を中心に、海洋エネルギー発電技術が確立された後、2020 年頃にかけて立ち上がるものと

考えられる。再生可能エネルギーの導入普及に積極的に取り組んでいる欧州などでは、海洋エ

ネルギーの実用化を促進するために具体的な海洋エネルギーの導入目標値を設定しており、そ

れら各国の 2020 年までの導入目標値は合計で 4.11GW になる（表Ⅰ.1.2-2）。 
 

表Ⅰ.1.2-2 各国の海洋エネルギー導入目標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一方、現状の再生可能エネルギーのコスト比較は、表Ⅰ.1.2-3 のとおりになっており、その

システム価格から換算すると、世界における海洋エネルギー発電の初期市場の規模は、今後の

コストダウンを考慮しても、欧米各国だけで数千億円から 1 兆円以上の規模となる。ここに、

海洋エネルギー利用の研究開発を急速に進めている中国や韓国等の市場を加えると、その市場

規模はさらに大きなものとなる。 
 
 
 
 
 

国 導入目標（2020 年まで） 備考 

英国 2GW うち、スコットランド 1.6GW 
（波力：0.6GW、潮流 1.0GW） 

アイルランド 0.5GW  
デンマーク 0.5GW  
フランス 0.8GW  
スペイン 0.01GW  
ポルトガル 0.3GW 波力発電の目標値 

カナダ － 産業界の目標は 2020 年までに

250MW 

米国 － 20 の州が RPS の対象技術に海洋エ

ネルギーを含む 
合計 4.11GW  
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表Ⅰ.1.2-3 再生可能エネルギーのコスト比較（現状値） 
 太陽光 風力 潮流 波力 

システム 
価格 
[万円/kW] 

住宅用：27.5～55.0 
ﾒｶﾞｿｰﾗ用：25.3～

55.0 

陸上：11.2～20.0 
洋上：25.6～46.4 44～77 40～120 

発電コスト 
[円/kWh] 

住宅用：18.2～36.5 
ﾒｶﾞｿｰﾗ用：15.0～

29.9 

陸上：3.2～12.8 
洋上：8.0～15.2 37.7～42.9 49.4～62.4 

注）換算レートは 1 ドル=80 円、1 ユーロ=110 円、1 ポンド=130 円を使用 

出典）風力：“Deploying Renewables - Best and Future Policy Practice –”（2011, IEA） 

太陽光：“Solar Energy Perspectives” (2011, IEA) 

波力：“Accelerating Marine Energy”(2011, Carbon Trust)、“Energy Technology Perspectives 2008”（IEA） 

潮流：Renewable UK 資料（2011.05）、“Accelerating Marine Energy”(2011, Carbon Trust) 

 
欧州に比して厳しいといわれる日本の自然条件下でも成立する海洋エネルギー発電技術を確

立すれば、海外市場においても競争力を有することが可能と考えられる。海外市場における

シェア獲得 10%を目標とすれば、本事業における市場効果は、およそ 1,230 億円と見積もられ

る 1。また、2020 年におけるCO2 削減効果についても、81 万t／年（CO2 換算 2）の試算とな

る。 
日本では、海洋エネルギーの導入目標値は設定されていないものの、OEA-J（海洋エネル

ギー資源利用推進機構）のロードマップにおいて、波力発電については 2020 年までに 51MW、

潮流発電については 2020 年までに 130MWが想定あるいは期待される発電規模とされており、

この時の国内市場は 543 億円の規模と試算される 3。日本における海洋エネルギーの初期市場

として有望と思われるのが、化石燃料依存率が高く発電コストの高い離島地域である。我が国

は 6,852 の島嶼から構成されており、本土 5 島（北海道、本州、四国、九州、沖縄本島）を除

いて住民登録のある離島は 314 島ある。このうち、本土と系統連系のない有人離島は 97 島で

ある。この 97 の独立系統の有人離島の発電機設備容量だけでも 987MW4となり、この 10％を

海洋エネルギー発電で代替するだけでも、離島の分散電源市場としてさらに 300 億円近い市場

創出効果が期待される 5。また、国内に 2,000 箇所以上ある港湾における施設用電源等の独立

電源としての利用も期待され、多くの離島を有する我が国において、これら離島地域における

分散電源としての導入が海洋エネルギー発電普及の第一ステップになるものと考えられる。 
 
 

2. 事業の背景・目的・位置付け 
近年、エネルギー問題や環境問題の深刻化さらにはエネルギーセキュリティ向上の必要性等か

ら、再生可能エネルギーの利用が拡大する中で、太陽光発電や風力発電等の自然エネルギーの利

用が注目されている。 
海洋エネルギーについては、地球の表面積の 7 割を海洋が占めていることから、その賦存量は

                                                   
1  2020 年における欧米市場 4.11GW のシェア 10%を獲得したと仮定し、30 万円/kW として算出 
2  設備利用率 40％、CO2 削減原単位 390g-CO2/kWh を適用 
3 2020 年における国内市場 181MW のシェア 100％を獲得したと仮定し、30 万円/kW として算出 
4 “離島における新エネルギー導入グランドデザイン”（2009，経済産業省） 
5  独立系統の離島の発電設備容量 987MW の 10%を代替すると仮定し、30 万円/kW として算出 
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膨大なものとなる。たとえば、英国産業貿易省（DTI）は、世界における潮流発電のポテンシャ

ルを 3,000GW と試算しており、流速や地理条件からそのうちの 3％が発電に利用可能であると

している。また、波力発電の世界全体のポテンシャルは 1,000～10,000GW になるとの試算例が

ある 。理論値ではあるが、これは、世界全体の発電量（4,957GW ）の 0.2～2 倍に相当し、こ

れに、波力発電装置の発電効率を 30％、稼働率を 30％として計算すると、波力エネルギーから

得られる発電量は 788～7,884TWh となり 、これは世界の電力需要の約 4～40％ となる。 
太陽光発電や風力発電が、その不規則な出力変動により発電量予測が困難であり系統への影響

が大きいのに対し、地球・月・太陽の公転や自転、重力などから生じる波力・潮流・海流等をエ

ネルギーソースとする海洋エネルギー発電は、高い精度での長期的発電量予測が可能であり安定

的な電力を得ることが可能である。 
このように、自然エネルギーの中でも発電量の予測可能性・安定性が高くベース電源としての

期待が持て、かつ膨大なエネルギーポテンシャルを有する海洋エネルギーについて、それを発電

技術に利用しようとする動きは世界各国で見られ、欧米を中心として政府による積極的な支援を

原動力とした産官学一体となった活発な技術開発が行われている。 
国内においては、海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進すること等を目的に、平成１９

年７月に海洋基本法が施行され、同法に基づき、「海洋基本計画」（2008 年 3 月）が閣議決定さ

れた。その中で海洋エネルギー開発については、「管轄海域に賦存し、将来のエネルギー源とな

る可能性のある自然エネルギーに関し、地球温暖化の観点からも、必要な取組や検討を進める。

また、波力、潮汐等による発電については、海外では実用化されている例もあるので、国際的な

動向を把握しつつ、我が国の海域特性も踏まえ、その効率性、経済性向上のための基礎的な研究

を進める。」と記載されている。 
また、エネルギー政策基本法にもとづいて３年ごとに改訂されている最新の第三次「エネル

ギー基本計画」（2010 年 6 月）では、2030 年までの「20 年程度」を視野に入れた具体的施策が

示されている。その中で、目標実現のための取り組みとして革新的なエネルギー技術の開発・普

及拡大が挙げられており、海洋エネルギー発電技術などの新たな可能性を有する技術の研究開発

が、将来のエネルギー供給源の選択肢となる可能性を有するより長期的な研究開発課題として取

り上げられている。更に「新成長戦略」（2010 年 6 月）においても、海洋資源・海洋再生可能エ

ネルギー等の開発・普及の推進を 2020 年までに実現すべきであるとしている。 
しかしながら、日本における海洋エネルギー研究は、過去に大型のプロジェクトがあったもの

の、現在でも技術開発の初期段階にとどまっており、海洋エネルギーの積極利用を図る欧州や米

国・韓国等が実証試験を含めた実用化に近い技術開発の段階にあるのと比べ、遅れをとっている

と言われている。 
海洋エネルギー発電で先行する欧州の中でも、英国とスコットランドは、欧州全体の半分以上

の潮流エネルギーポテンシャルと波力エネルギーポテンシャルを有すると言われ、特に積極的に

海洋エネルギーの研究開発に取り組んでいる。研究開発段階に応じて体系的な実証試験サイトを

整備し（表Ⅰ.2-1）、実用化に向けた実証試験を推進することで海洋エネルギー開発の先導的役割

を果たしており、発電事業者とメーカによる海洋エネルギー商用プラントの建設に向けた共同研

究や、波力・潮流発電機を複数機配列したアレイプロジェクトが複数計画・実施されている。 
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表Ⅰ.2-1 英国・スコットランドの実証試験サイト 
実証試験サイト 概要 

Narec（北東イングランド） 造船のドックを改良して作った 1/10 スケールモデルの実証試験が

可能な施設があり、1m の人工波を起こせる。潮流発電実験施設、

洋上風力発電のタービン実験設備もある。 

EMEC（スコットランドオーク

ニー諸島） 
実機スケールの実証試験が可能。送電線も整備（系統連系）。陸上

までの海底ケーブル、変電所、風速・波高等の計測所、オフィス・

データ解析施設等を備える。近くに新たな実証サイトが整備される

予定。 

Wave Hub（南西イングランド） 世界最大の波力発電実証試験サイト。実機スケールの実証試験が可

能。送電線も整備（系統連系）。 

 
米国では、米国エネルギー省（DOE）の Water Power Program のもとで海洋エネルギー発電

の技術開発が進められている。当初は中小水力を中心とした従来型の水力発電技術に重点を置い

ていたが、2005 年のエネルギー政策法の成立以降、海洋エネルギーの技術開発に軸足を置き始

め、2008 年から 2010 年の間には、73 もの海洋エネルギー関連技術開発に資金供給が行われて

いる。また、米国の海洋再生エネルギー関連産業団体である Ocean Renewable Energy 
Coalition（OREC）が発表したロードマップでは、2030 年までに 15GW の海洋エネルギーの導

入目標を設定し、海洋エネルギー技術の商業化を実現するためのアクション計画を示している。 
その他に、インドや韓国においても海洋エネルギー利用が積極的に進められており、また、近

年急速な勢いで中国も海洋エネルギー発電の技術開発に力を入れている。 
我が国では、オイルショックを契機に、石油・天然ガスの代替エネルギーとして海洋エネル

ギー、特に波力発電への期待が高まり、1970 年代に様々な波力発電装置の実証試験が行われた。

表Ⅰ.2-2 のような大規模な実証プロジェクトも実施されたが、石油価格の沈静化とともに研究開

発投資は先細りとなり、2003 年に終了した「マイティホエール」以降、残念ながら日本では大

規模な実証プロジェクトは行われていない状況にある。 
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表Ⅰ.2-2 日本における主要な海洋エネルギー大規模実証プロジェクト 
プラント・技術・ 

開発主体等 概要 写真 

海明 
-振動水柱型・空気

流 
-1978～ 1980、海

洋科学技術セ ン

ター 

・ 全長 80m，幅 12m，総重量 800t の

船型浮体に 13 の空気室を設置。 
・ 空気室は入射波の進行方向に沿って 

配置。定格 125kW のタービン発電

機を 8 室に搭載。 
・ 装置は山形県鶴岡市由良の沖合 3km

に係留。  
出典）JAMSTEC ホームページ

（http://www.jamstec.go.jp/j/） 

海陽 
-可動物体型・回転

運動 
-1984～ 1985、日

本造船振興財団 

・ 波浪エネルギーを油圧に変換。油圧

モータを経て交流発電機を駆動。 
・ 沖縄県八重山郡竹富町西表船浮湾サ

バ崎沖水深 10m に設置。 
・ 異常海象時には構造物全体がジャッ

キアップする。 
 

出典）（財）日本造船振興財団海洋環

境技術研究所資料 

マイティホエール 
-振動水柱型・空気

流 
-1998～ 2002、海

洋科学技術セ ン

ター 

・ 複数の空気室は波の入射方向に直角

に配置。後方に浮力室とスロープを

配置。 
・ 幅 30m，長さ 50m のプロトタイプ

装置。 
・ ウェルズタービンを 3 台設置。総合

変換効率は最大 15％。 
・ 波エネルギー利用と装置背後の静穏

海域を利用する多目的利用型。 
・ 発電コストについて、陸上へ送電す

る浮体式システムは 287 円/kWh、
波力発電を浮体の多機能の一部とし

た場合は 181～123 円/kWh と試算。 

 
出典）JAMSTEC ホームページ

（http://www.jamstec.go.jp/j/） 

 
海洋エネルギー発電の技術開発は、大きく陸上試験と実海域試験に分けられ、実用化に向けて

は次のような技術開発ステージを進むのがモデルケースとなっている（Guidelines for the 
Development & Testing of Wave Energy Systems, June 2010, OES IA Document No: T02-
2.15）。すなわち、陸域では、コンセプト研究や実験室レベルの確認試験（Stage1、1/25~1/100
スケール）、デザイン検証や屋内の水槽試験（Stage2、1/10~1/25 スケール）を行ない、実海域

においては、小型プロトタイプ試験（Stage3、1/4~1/10 スケール）、大規模プロトタイプ試験

（Stage4、1/1 スケール）、そしてフルスケール機を複数配列したアレイプロジェクト

（Stage5）が実施される。 
欧米各国の海洋エネルギー研究開発が、実証試験を含めた技術開発を着実かつ継続的に進め、

波力・潮流を中心に一部実用段階にあり、実海域試験の Stage4~5 にあると言えるのに対し、日

本の海洋エネルギー研究開発は、近年大規模な実証研究が行われていないため停滞しており、波

力、潮流・海流、海洋温度差発電のいずれもその多くが初期の研究開発段階であり、陸域での

Stage1~2 にあると言える。（図Ⅰ.2-1）。 
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図Ⅰ.2-1 海洋エネルギー研究開発の世界比較 

 
四方を海に囲まれた日本において、次世代のエネルギーセキュリティを確立する選択肢の一つ

として海洋資源を有効に利用するために、海洋に存在する未利用の再生可能エネルギーに対する

開発を行う事は重要である。我が国は、世界第６位の広大な EEZ（排他的経済水域）を有して

おり、その賦存する海洋エネルギーの利用を図ることは合理的なことであり、また、他に資源の

乏しい我が国が将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の開発、

導入・普及が不可欠である。この意味において、海洋エネルギー発電に関する研究開発を推進す

ることは極めて重要であり、先行する欧米諸国を早期にキャッチアップすることが期待される。 
NEDO では、平成２１年度に「新エネルギー等の未利用技術・未利用エネルギー等の現状と

課題に関する調査」を行い、海洋エネルギーを利用した発電技術について、欧米を中心に盛んな

研究開発が行われており、新たな産業が創出される可能性があることを確認した。ただし、海洋

エネルギー発電技術は、未だ実海域での運転実績が少なく発電原価も高コストであり、風力発電

や既存の基幹電力レベルまでコストを低減し事業化していくためには、中・長期的な研究開発お

よび実証研究が必要であることも明らかにし、本事業の必要性を確認した。 
また、海洋エネルギー発電技術は一部を除き、その多くは研究開発にとどまっており、世界的

に未だ市場が形成されていない現状にあるが、その要因は、技術実証が未確立であることの他、

技術の安全性や性能に関する評価手法が体系的に整えられていないことがある。一方では、大学

等において海洋エネルギーの利活用の研究は継続されており、近年では既存のシステムの一部に

ついて効率を上げる技術が提示される等、既存技術の組み合わせあるいは新規技術の研究等によ

り飛躍的な性能の向上や経済性の向上が期待できるものも存在する。 
本事業は、こうした技術の実証研究や要素技術開発を実施し、経済性の高い海洋エネルギー発

電システムの実用化および次世代海洋エネルギー発電技術を生み出す素地を作り、海洋エネル

ギー発電技術における新規産業の創出および国際競争力の強化に資することを目的とする。 
なお、NEDO では、平成２１年度の「新エネルギー等の未利用技術・未利用エネルギー等の
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現状と課題に関する調査」とともに、平成２１年度～平成２２年度には「海洋エネルギー先導研

究」を、平成２２年度には「海洋エネルギーポテンシャル調査」を実施し、本事業の「海洋エネ

ルギー技術研究開発」が円滑に導入実施され、効率的に成果があげられるよう体系的な研究開発

を行っている。（図Ⅰ.2-2）。 
 

図Ⅰ.2-2 海洋エネルギー技術研究開発プロジェクトの位置付け 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 
 
1. 事業の目標 

本事業は、平成２３年度～２７年度までの５か年を事業期間とし、その目的は、経済性の高い

海洋エネルギー発電システムの実用化および次世代海洋エネルギー発電技術を生み出す素地を作

り、海洋エネルギー発電技術における国際競争力を強化することである。 
これは、事業のアウトプットとしての海洋エネルギー発電システムの実用化・事業化と、将来

的なアウトカムとしての国際競争力を有する海洋エネルギー発電技術の開発の２つを意図してい

る。また、この目的を達するためには、短期間で、海洋エネルギー技術開発で先行する欧州をは

じめとした諸外国の技術動向や市場動向を分析する事ならびに実用化・事業化に向けた経済性・

性能・信頼性に関する評価手法を確立することも重要となる。 
こうした観点から、本事業では、研究開発項目を（1）海洋エネルギー発電システム実証研究、

（2）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発、（3）海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 の

３つに小分類し、中・長期的戦略および短期的成果に対応するアウトプットを想定し、研究開発

項目毎にそれぞれ目標を設定している。 
 
（1）海洋エネルギー発電システム実証研究（平成２３年度～２７年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「Ⅰ.1.2 実施の効果（費用対効果）」でも述べたように、海洋エネルギー発電の初期市場とし

て有望と思われるものに、離島地域における分散電源としての利用があげられる。 
離島における発電設備は、そのほとんどをディーゼル発電機に依存しており、燃料として液体

燃料（主にA重油）が用いられる。液体燃料のみを用いた発電単価、つまり離島における発電単

価は、一般に原子力・火力・水力等によるエネルギーミックスされた本土の発電単価を上回るも

のであり、加えて近年の原油価格の高騰により更なる発電単価の高騰を招いている。燃料費（A
重油の価格）は、平成１２年頃は 30 円程度／ℓであったが、平成１８年頃には 50 円程度／ℓ、平

成２０年には 100 円超／ℓとなり、その後やや沈静化したとはいえ、直近では 90 円前後／ℓと

なっている 6。これは、小型ローリー納入価格であり、離島までの輸送費等を考慮すれば、離島

における燃料費はさらに高いものと考えられる。 
具体的な離島における発電コストとして、平成１８年度の久米島の調査 7では、大きな離島で

25 円／kWh前後、小離島で 35 円～45 円／kWh前後であるとしている。その後の燃料費の高騰

を考慮すれば、離島における発電コストもさらに高騰しているものと思われる。さらに、液体燃

                                                   
6  「経済産業省資源エネルギー庁 石油製品価格調査」より 
7  http://www.town.kumejima.okinawa.jp/industry/new_enevision.html 久米島町地域新エネルギービジョン 

最終目標（平成２７年度） 
 海洋エネルギー発電システムの実証試験を実施し、実証研究終了時に、事業化時の試算で

発電コスト 40 円／kWh 以下となることを示す。 
 

中間目標（平成２４年度） 
 実海域における実証研究のための FS を完了し、FS の結果に基づき実証研究の実現可能性

を示す。 
 

http://www.town.kumejima.okinawa.jp/industry/new_enevision.html
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料は船舶による輸送が主のため、島の位置や港湾設備の充実度、港湾からのパイプラインの有無、

燃料消費量の大小で各島での燃料費は大きく異なり、場合によっては 100 円近い発電コストを要

する島もあると言われる。 
こうした中、NEDO では「離島等独立系統における新エネルギー活用型電力供給システム安

定化対策実用化可能性調査」（平成１８年）を行い、ディーゼル発電機の燃料費との比較におい

て、新エネルギー等分散電源導入の経済性評価を実施している。そこでは、離島等の独立系統に

おいて、特に小規模系統で問題となりやすい新エネルギー等分散電源の出力変動に伴う常時周波

数変動等に必要となる対策等も考慮しつつ、ディーゼル発電機の燃料費が 40 円／kWh 以上にな

れば、新エネルギーを導入する経済的メリットあるいは新エネルギー導入量を増加させる経済的

メリットが生じるとしている。 
本事業の目的とする経済性のある海洋エネルギー発電の実用化という意味において、発電コス

ト 40 円／kWh 以下を実現できれば、新エネルギー導入時に海洋エネルギー発電が経済優位性を

有することになることから、事業化時の発電コスト 40 円／kWh 以下を本研究の目標として設定

した。 
 
（2）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発（平成２３年度～２７年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
再生可能エネルギーの普及には、その経済性においてグリッドパリティ（Grid Parity）を実現

することが重要となる。NEDO では、「太陽光発電ロードマップ（PV2030+）」（平成２１年）に

おいて、家庭用電力並み（日本において 23 円／kWh）になることを第一段階グリッドパリティ、

業務用電力並（同 14 円／kWh）になることを第二段階グリッドパリティ、汎用電源並（同 7 円

／kWh）になることを第三段階グリッドパリティと定義している。 
海洋エネルギー発電においても、初期市場だけではなく将来市場を含めてその導入・普及を図

るためには、離島地域における発電コストではなく、まずは本土 5 島（北海道、本州、四国、九

州、沖縄）のいわゆる一般家庭用電力料金を水準としたグリッドパリティの実現が必要である。

我が国の一般家庭用電力料金は 20 円／kWh前後であり、その料金水準は、2009 年時点における

各国の購買力平価換算による電気料金比較 8において、米国・フランス・韓国よりやや高いもの

の、ドイツ・イタリア・英国よりも安く、世界的にはほぼ中位であると言える。 
これらのことから、発電コスト 20 円／kWh 以下が達成できれば、海洋エネルギー発電が国内

市場において経済優位性をもって導入・普及が期待されるばかりでなく、海外市場においても市

場のシェアの獲得が期待できる。 
                                                   
8  資源エネルギー庁 電力・ガス事業部「電気料金の各国比較について」（平成 23 年） 

最終目標（平成２７年度） 
 縮尺モデルによる性能試験・評価を完了し、事業化時に発電コスト 20 円／kWh 以下の実

現に向けた次世代海洋エネルギー発電技術を確立する。 
 

中間目標（平成２４年度） 
 次世代海洋エネルギー発電技術のデバイス特性の把握、基礎要素試験等を実施し検証完了

する。検証結果に基づき次世代海洋エネルギー発電システムの概念設計を完了する。 
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発電コスト 20 円／kWh といのは、海洋エネルギー発電の現状の技術レベルから見ると世界的

にも非常に高い目標設定となるが、「NEDO 再生可能エネルギー白書」（平成２２年７月策定）

の技術ロードマップで示した、平成３２年の海洋エネルギー発電コストの目標とも合致しており、

本研究では、発電コスト 20 円／kWh 以下の実現に向けた技術の確立を目標として設定した。 
 
（3）海洋エネルギー発電技術共通基盤研究（平成２３年度～２４年度） 
 
 
 
 
 
本項目の研究テーマは、欧州を中心とした海洋エネルギーの先進地域における産業政策、技術

開発や市場動向等、国内技術開発戦略の策定に有用な先進情報を収集・分析するとともに、競合

となる可能性のある各国の情報収集やアジア・南米・アフリカなど今後、市場となる可能性のあ

る地域分析を行うものである。 
具体的には、「海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析」と「海洋エネルギー発電技

術の性能試験方法等の検討」の２つの個別研究テーマがある。前者は、海洋エネルギー開発で先

行する諸外国をキャッチアップするために必要となる基本情報を収集分析するものであり、後者

は、海洋エネルギー技術研究開発における試験内容やその評価方法や評価手順についての指針を

まとめるものである。「実証研究」と「要素技術開発」における技術的課題の解決に加え、この

「共通基盤研究」の目標成果が加わることで、海洋エネルギー発電の実用化・事業化を強く推し

進められるものと期待される。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 
 各々の海洋エネルギー発電技術および海洋エネルギー発電システムの性能試験・評価方法

や手順に関する検討を終了する。 
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2. 事業の計画内容 
2.1. 研究開発の内容 
2.1.1. 事業全体の計画内容 

前項で説明したように、本事業は「海洋エネルギー発電システム実証研究」、「次世代海洋エ

ネルギー発電技術研究開発」および「海洋エネルギー発電技術共通基盤研究」の３項目におい

て実施している。各研究開発項目とそれぞれの個別研究テーマ、実施事業者および事業期間に

ついて整理する。（表Ⅱ.2.1.1-1）。 
 

表Ⅱ.2.1.1-1 研究開発項目と研究テーマ・実施事業者・事業期間の整理 
研究開発項目（小分類） 研究テーマ 実施事業者 事業期間 

（1）海洋エネルギー発電シ

ステム実証研究 

ジャイロ式波力発電 
(株)ジャイロダイナミクス 

日立造船(株) 

平成 23 年度

～ 27 年度 

機械式波力発電 三井造船(株) 
平成 23 年度

～ 27 年度 

空気タービン式波力発電 

三菱重工鉄構エンジニアリン

グ(株) 

東亜建設工業(株) 

平成 23 年度

～ 27 年度 

着定式潮流発電 川崎重工業(株) 
平成 23 年度

～ 27 年度 

浮体式潮流発電 三井海洋開発(株) 
平成 24 年度

～ 27 年度 

越波式波力発電 
市川土木(株)、協立電機(株)、 

いであ(株) 

平成 24 年度

～ 27 年度 

（2）次世代海洋エネルギー

発電技術研究開発 

海洋温度差発電 佐賀大学、(株)神戸製鋼所 
平成 23 年度

～ 27 年度 

水中浮遊式海流発電 
東京大学、(株)IHI、(株)東芝 

(株)三井物産戦略研究所 

平成 23 年度

～ 27 年度 

油圧式潮流発電 
東京大学、九州大学 

佐世保重工業(株) 

平成 24 年度

～ 27 年度 

橋脚利用式潮流発電 
広島工業大学、五洋建設(株) 

ナカシマプロペラ(株) 

平成 24 年度

～ 27 年度 

（3）海洋エネルギー発電技

術共通基盤研究 

海洋エネルギー発電技術に

関する情報収集・分析 
(株)三菱総合研究所 平成 23 年度 

海洋エネルギー発電技術の

性能試験方法等の検討 
みずほ情報総研(株) 

平成 23 年度

～ 24 年度 

                                  
 
以上のとおり、本事業は３つの研究開発項目と１２の研究テーマからなる幅広い事業構成と

なっている。ここでは、３つの開発項目のそれぞれの研究内容と実施方法を概説し、本事業全

体の計画内容と各研究開発項目の相互関係を示す。 
 

平成 24 年度採択 
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（1）海洋エネルギー発電システム実証研究（平成２３年度～２７年度） 
本研究開発項目は、海洋エネルギーを活用した発電装置を実海域に設置し、技術の確立、経

済性・信頼性等の評価を行い、その成果について早期に国内展開を図るものである。技術的に

は早期実用化が期待され、その成果は実施者に裨益するものであることから、実施者に対して

も一部負担を求めることとし、共同研究事業（NEDO 負担率：２／３）として実施する。 
平成２３年度採択案件４件、平成２４年度採択案件２件の計６つの個別研究テーマがあり、

いずれも最終目標（平成２７年度）は、事業化時の発電コスト 40 円／kWh 以下の実現であり、

中間目標（平成２４年度）は、実証試験に必要な FS を完了し、FS の結果に基づき実証研究

の実現可能性を示すことである。なお、本実証研究では５年の事業期間のうち、前半をフィー

ジビリティ・スタディ期間、後半を実海域での実証試験期間とする２段階のステージで行う。 
１）実証研究フィージビリティ・スタディ（平成２３年度～２４年度） 
波力発電、潮流発電、海流発電、海洋温度差発電に係る実証研究を実施するにあたり、

フィージビリティ・スタディ（FS）を実施する。実証研究の候補海域を一つないし複数想定し、

想定海域における実証研究およびその後のファーム展開の実現可能性について調査する。FS
では想定海域の自然条件の調査の他、実証研究の詳細な全体計画の策定、事業性評価、環境影

響調査等、実証研究の実施に向けて必要な要素試験を実施する。 
また、FS に伴う性能評価試験や環境影響評価の検討等については、事業内で設置する委員

会等を必要に応じ活用する。 
２）発電システム実証研究（平成２５年度～２７年度） 
「１）実証研究フィージビリティ・スタディ」において実施可能性および事業性が高いと判

断された技術について、実際に実海域にデバイスを設置し、実証研究を実施する。実証研究で

は、デバイスの発電特性の把握、施工・設置方法の検討、塩害・生物付着対策技術の高度化、

遠隔監視システムの高度化等を行い、発電システムを確立する。 
また、実証研究に伴う性能評価試験や環境影響評価の検討等については、事業内で設置する

委員会等を必要に応じ活用する。 
なお、本実証研究では、「ステージゲート評価」を設け、各事業者の開発する発電デバイス

が実海域の実証試験に耐え得る十分な発電性能と安全性を有するか等の評価を行う。このス

テージゲート評価をクリアした研究テーマのみが FS から実海域での実証試験に進めるものと

し、実証試験に向けて研究を継続するテーマと FS で研究終了とするテーマの見極めを行う。 
 

（2）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発（平成２３年度～２７年度） 
本研究開発項目は、実用化まで長期間を要するようなハイリスクな基盤的技術に対して、産

学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、委託事業

（NEDO 負担率：１／１）として実施する。 
平成２３年度採択案件２件、平成２４年度採択案件２件の計４つの個別研究テーマがあり、

いずれも最終目標（平成２７年度）は、事業化時に発電コスト 20 円／kWh 以下の実現に向け

た次世代海洋エネルギー発電技術の確立であり、中間目標（平成２４年度）は、デバイス特性

の把握、基礎要素試験等を検証し、検証結果に基づき次世代海洋エネルギー発電システムの概

念設計を完了することである。 
本要素技術開発についても、事業期間前半の２年間終了時（H23 採択テーマについては

H24 年度末、H24 採択テーマについては H25 年度末）を目安に、外部有識者による「次世代
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海洋エネルギー評価委員会」を設け、それまでの研究成果や今後の研究開発計画等についてそ

の妥当性を評価するとともに、技術的指導や助言を行う。 
 

（3）海洋エネルギー発電技術共通基盤研究（平成２３年度～２４年度） 
    本研究開発項目は、試験・評価方法、基準・プラットフォームの提案等、国民経済的には大

きな便益がありながらも、民間企業の研究開発投資に見合うものが見込めない「公共財の研究

開発」事業であり、調査委託事業として実施する。 
欧州を中心とした海洋エネルギーの先進地域における産業政策、技術開発や市場動向等、国

内技術開発戦略の策定に有用な先進情報を収集・分析するとともに、競合となる可能性のある

各国の情報収集やアジア・南米・アフリカなど今後、市場となる可能性のある地域分析を行う。 
また、海洋エネルギー発電技術および海洋エネルギー発電システムの発電効率、発電特性等

の性能・信頼性を評価する試験手法等について、海外の事例を情報収集する。これに基づき、

当該分野における技術開発戦略、各々の海洋エネルギー発電技術および海洋エネルギー発電シ

ステムの性能試験・評価方法や手順に関する指針を検討し、海洋エネルギー技術開発の促進、

国内市場創出および国際競争力の強化を図る。 
この共通基盤研究には、「海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析」と「海洋エネ

ルギー発電技術の性能試験方法等の検討」の２つの個別研究テーマがある。 

 
以上を整理し、本事業全体のスケジュールと相互の関連および予算について図Ⅱ.2.1.1-1 に

まとめる。 
 

図Ⅱ.2.1.1-1 研究開発スケジュールと予算 
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2.1.2. 研究テーマ毎の計画内容 
（1）海洋エネルギー発電システム実証研究（平成２３年度～２７年度） 

 実証研究には４つの個別テーマ（①機械式波力発電、②空気タービン式波力発電、③ジャイ

ロ式波力発電、④着定式潮流発電）がある。図Ⅱ.2.1.2-1 にそれぞれの開発デバイスのイメー

ジ、発電原理および開発項目等の実証研究の概要を図示する。 
 

図Ⅱ.2.1.2-1 プロジェクトの概要 実証研究 

 
以下、４つの個別テーマ毎の研究開発項目と目標について概説する。 

① 機械式波力発電（三井造船株式会社） 
波エネルギーを利用した機械式波力発電システムを確立する事を目的として、実海域におけ

る実証研究を実施する。事業化時に発電コスト40円／kWh以下を実現する発電システムの確立

に向けて、平成２３年度から平成２４年度は想定海域におけるフィージビリティスタディ（以

下、「FS」）を実施する。FSでは、想定海域における自然条件を調査し、その結果を機械式波

力発電システムへ反映すること、想定海域の社会条件を調査し、地域住民等の関係者の実証試

験実施への理解を得ること、機械式波力発電システムの実証試験計画を作成し、その事業性を

評価することにより、機械式波力発電システムの実現可能性を明らかにする。 
 

表Ⅱ.2.1.2-1 機械式波力発電 研究開発項目と目標 
研究開発項目 目標 根拠 

自然条件・社会条件調査 ・地元関係者の合意形成 

（中間目標：地元の理解） 

（最終目標：地元の合意） 

実証試験のための必須条件 

発電効率の向上 ・同調制御システムの確立 

（中間目標：1次変換効率40％以上） 

（最終目標：総合変換効率30％以上） 

・実証海域の波況モデルの作成 

目標発電コスト達成のための必

要条件 

荒天時対策係留方法の開発 ・50年再現確率の最大波に耐えうる係留方法 港湾構造物に適用される設計供
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（中間目標：コンセプトの確立） 

（最終目標：半年以上の実証試験で検証） 

用期間 

高精度施工方法の開発 ・高精度な施工方法 

（中間目標：コンセプトの確立） 

（最終目標：鉛直精度1m以内） 

システム設計から求められる必

要精度 

 
② 空気タービン式波力発電（三菱重工鉄構エンジニアリング(株)、東亜建設工業(株)） 

波力エネルギーを利用した空気タービン式波力発電システムである振動水柱型波力発電

（Oscillating Water Column：以下、「OWC」）を確立する事を目的として、実海域における

実証研究を実施する。事業化時に発電コスト40円／kWh以下を実現する発電システムの確立に

向けて、平成２３年度～２４年度は想定海域におけるフィージビリティスタディ（FS）を実施

する。FSでは、想定海域における自然条件や社会条件の調査、高効率OWCの技術評価、OWC
発電システムの全体計画の検討を行い、本事業の目標（40円／kWh）の実現可能性を示す。 

 
表Ⅱ.2.1.2-2 空気タービン式波力発電 研究開発項目と目標 

研究開発項目 目標 根拠 

発電性能向上技術 

（変換効率の向上） 

・一次変換（波→空気振動）効率 

 従来OWC比1.5倍 

・二次変換（空気振動→発電）効率 

 効率0.4以上（従来比1.2倍以上） 

・PWの採用により、取得周期帯レ

ンジを向上させる。 

・従来に比べて低回転、高トルク衝

動タービンを採用する。 

シミュレーション技術の

開発 

後付けユニットの特性を反映したシミュレー

ションモデルの構築 

水槽試験（中型1/36、大型1/7）を

基にシミュレーション検証する。 

安全設計技術の開発 

（後付可能な O W Cユ

ニット装置設置） 

・後付ユニット設置による既設防波堤の安定

性検証。（安全性：50年再現最大波） 

・既往の港湾基準適用性の検証 

水槽試験（中型1/36、大型1/7）を

基に検証。 

自然条件・社会条件調査 ・実証実験海域装置設計条件の整理 

・実証地域との合意形成 

・港湾基準に基づく防食設計の実施 

・地元との協議会／説明会実施 

 
③ ジャイロ式波力発電（株式会社ジャイロダイナミクス、日立造船株式会社） 

本テーマでは、ジャイロ式波力発電装置を利用した発電システムを確立する事を目的として、

実海域における実証研究を実施する。平成２３年度から平成２４年度は想定海域における

フィージビリティスタディ（以下、「FS」）を実施する。FSでは、想定海域における自然条件

や環境影響の調査、発電システムの技術的評価及び実証研究の全体計画の検討等を実施し、発

電コスト40円／kWh以下の実現可能性を明らかにする。 
 

表Ⅱ.2.1.2-3 ジャイロ式波力発電 研究開発項目と目標 
研究開発項目) 目 標 根拠 

自然条件・社会条件調査 ・実証海域の気象・海象条件のデータ収集と分析 

・事前および実施時の環境影響調査 

・地元・関係機関との合意形成 

実証機の設計条件に必要 

周辺環境へ与える影響が

小さいことを確認する 

実証試験の円滑な遂行 
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50kW ジャイロ装置の開発 ・ジャイロ単体出力：22.5kW（従来）→ 50kW 

  （システム出力：50kW（従来）→ 100kW） 

・フライホイール駆動損失：5.5kW 以下 

出力増加による発電性能

の向上 

駆動損失低減による設備

利用率の向上 

浮体・係留システムの開発 ・浮体係留システムの改良による発電性能を向上 

（設備利用率：25％） 

・台風時の安全性確保 

（最大波高 18.23ｍ（50 年確率波）に対する安全性

確保） 

目標発電コスト達成のた

めの必要条件 

 

30 年耐用の必要条件 

実海域試験での発電システ

ムの運用 

・発電システムの現地工事計画 

・実海域での発電性能確認 

・発電システムの安定した運用 

発電システム設置、撤去

工事の実施 

発電システムの信頼性確

認 

 
④ 着定式潮流発電（川崎重工業株式会社） 

潮流エネルギーを利用した着定式潮流発電システムを確立する事を目的として、実海域にお

ける実証研究を実施する。事業化時に発電コスト40円／kWh以下を実現する発電システムの確

立に向けて、平成２３年度から平成２４年度は想定海域におけるフィージビリティースタディ

（以下、「FS」）を実施する。FSでは、想定海域における自然条件を調査し、その結果を着定

式潮流発電システムへ反映すること、想定海域の社会条件を調査し、地域住民等の関係者の実

証試験実施への理解を得ること、着定式潮流発電システムの実証試験計画を作成し、その事業

性を評価することにより、着定式潮流発電システムの実現可能性を明らかにする。 
 

表Ⅱ.2.1.2-4 着定式潮流発電 研究開発項目と目標 
研究開発項目 目標 根拠 

自然条件と社会条件調査    ・実証海域の選定と実測調査の実施 

・地元合意の形成 

設置場所の実証可能性評価を行う 

 

事業性評価 事業化時の発電コスト試算により 40 円／kWh

を示す。 

事業性の評価を行う 

発電システム検討 潮流発電装置の形式選定 事業化が可能な方式を確定させる 

メンテナンス方式の開発 ・ナセルが潮止まりの短時間で確実に昇降で

きる技術を構築 

・ナセルが曳航可能であることを示す 

メンテナンス方法を確立し、メンテ

費用を削減 

潮流用水中翼の開発 ・水中翼性能：出力係数 0.43 

・耐荷重性能：安全係数 1.35 

性能と十分な耐久性を両立する水中

翼であり、目標出力が達成可能であ

ることを確認 

電力取出装置の開発 総合発電効率 90％ 実証機の製作、設置工事、実海域試

験により評価 
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（2）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発（平成２３年度～２７年度） 
要素技術開発には２つの個別テーマ（①水中浮遊式海流発電、②海洋温度差発電）がある。

図Ⅱ.2.1.2-2 に、それぞれが開発する海洋発電システムのイメージ、発電原理およびシステム

実現に必要となる要素技術開発の概要を図示する。 
図Ⅱ.2.1.2-2 プロジェクトの概要 次世代開発 

 
以下、2 つの個別テーマ毎の研究開発項目と目標について概説する。 

① 水中浮遊式海流発電（(株)ＩＨＩ、(株)東芝、(株)三井物産戦略研究所、東京大学） 

海流エネルギーを利用した発電システムの要素技術を確立する事を目的として、発電性能

や信頼性の向上、発電コストの低減等に資する要素技術の研究開発を実施する。 

本テーマでは、黒潮の海流速に対応するため、定格流速 1.5m/s において安定的に発電する、

水中浮遊式海流発電システムの「タービン」、「浮体・係留システム」、「発電機・送変電システ

ム」、「シミュレーション技術」等の要素技術開発を実施し、水槽試験やシミュレーションによ

る評価結果を基に、水中浮遊式海流発電システムの発電性能や信頼性、発電コスト等を検討し、

実現可能性を明らかにする。 
 

表Ⅱ.2.1.2-5 水中浮遊式海流発電 研究開発項目と目標 
研究開発項目 目標 根拠 

①タービンの開発 

・タービン制御技術の開発（東芝） 

・材料の選定及び構造設計（IHI） 

定格流速 1.5m/s において 

・発電出力 1MW 以上 

・タービン直径 38m 以上 

・効率 0.4 以上 

目標発電コストを実現するた

めに、黒潮の潮流速 1.5m/s に

おいて必要 

②浮体・係留システムの開発 

・浮体の開発（IHI） 

・係留システムの開発（IHI） 

水中で安定して浮遊可能な浮体・係

留システムを開発する。 

安定した発電および安全性確

保のために必要 

③発電機・送変電システムの開発 

・発電機の開発（東芝） 

・海流タービンに対応した超低回転

永久発電機と長期メンテフリーのパ

信頼性・メンテナンス性を高

めて、維持コストを低減する
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・送変電システムの開発（東芝） 

 

ワートレインの開発（発電機単体出

力 1MW、発電効率 95%以上） 

・黒潮域に対応可能な送変電システ

ムの開発 

ために必要 

④シミュレーション技術の開発 

・黒潮流速のデータベース化（東京

大学） 

・海流発電システムのシミュレー

ション技術の開発（東京大学） 

・黒潮実海域の流経データベースを

整備する。 

・係留システムと海流発電装置の相

互影響を考慮できる浮体運動シミュ

レーション法を構築する。 

・各構成要素の設計要件を求

めるために必要 

・非常時も含めた浮体運動の

把握のために必要 

 

⑤海流発電システムの基本設計 

・基本設計の検討（事業者全体） 

・実現可能性の検討（三井物産戦略

研究所） 

・水中浮遊式海流発電システムの基

本設計を行い、本システムの発電コ

ストを試算し事業性を評価する。 

本技術開発による要素技術を

まとめ、実機のコストを把握

し、事業性を判断するため 

 
② 海洋温度差発電（株式会社神戸製鋼所、佐賀大学） 

本テーマでは、海洋温度差を利用した発電システム（Ocean Thermal Energy 
Conversion：以下、「OTEC」）の要素技術を確立することを目的として、発電性能や信頼性

の向上、発電コストの低減等に資する要素技術の研究開発を実施する。 
具体的には、OTEC の主要課題である発電コストの低減と発電性能の向上に資する要素技

術開発として、発電効率、経済性および海水腐食に曝される条件下の長期的信頼性向上に対

する寄与が大きい「熱交換器」を中心とした要素技術開発を実施する。 
 

表Ⅱ.2.1.2-6 海洋温度差発電 研究開発項目と目標 
研究開発項目 目標 根拠 

① 伝熱促進表面加工技術 従来よりも 30％高強度な伝熱促進加工

プレート（従来の平滑板と比べ熱伝達

係数 10％向上）の製造要件を明確化す

る。 

実現可能な熱交換器の形式

において、耐圧構造を維持

するために必要な板厚と素

材の成型限界から。 

② プレス成型性評価技術 

③ 強度・成形性バランスの向上 

④ 高強度伝熱促進プレートの熱

交換器への組込み 

⑤ 熱サイクルと熱交換器に関す

る試験評価 

研究開発項目①～④の伝熱促進加工プ

レートを用いた熱サイクルの高効率化

（熱効率 10％向上）を実現する。 

研究開発項目①～④の性能

向上を生かす熱サイクル設

計（適切な熱サイクル・設

計変数の設定）から。 

⑥熱サイクルと作動流体に関す

る試験評価 

⑦伝熱促進表面加工技術を使っ

た高性能熱交換器の開発 

⑧熱サイクル、熱交換器、作動

流体の総合試験評価 

⑨海洋温度差発電の仕様検討 

試験評価おおよび仕様検討により、今

回開発する要素技術を用いた発電プラ

ントの性能・可能性および事業性を明

らかにする。 

発電プラントを具体化し

て、実用化・事業化への道

筋を明確化するため。 
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（3）海洋エネルギー発電技術共通基盤研究（平成２３年度～２４年度） 
共通基盤研究には２つの個別テーマ（①海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析、

②海洋エネルギー発電技術の性能試験方法等の検討）がある。図Ⅱ.2.1.2-3 に、それぞれの研

究項目と研究内容のイメージを示す。 
 

図Ⅱ.2.1.2-3 プロジェクトの概要 共通基盤研究 

 
① 海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析（株式会社三菱総合研究所） 

研究内容は、欧州を中心とした海洋エネルギーの先進地域における産業政策、技術開発や市

場動向等、国内技術開発戦略の策定に有用な先進情報を収集・分析するとともに、競合となる

可能性のある各国の情報収集やアジア・南米・アフリカなど今後、市場となる可能性のある地

域分析を行うものである。 
具体的には、海洋エネルギー開発で先行する海外の政府や企業、関係機関等から情報収集し、

海洋エネルギー発電の費用対効果を分析し、海洋エネルギー発電の事業性を評価する。そして、

海洋エネルギー発電の主要な課題であるコスト低減策に関する検討を行い、最終的に以下の各

項目に関する分析・評価を取りまとめる。 
(a) 世界における海洋エネルギーのポテンシャル・導入目標 
(b) 再生可能エネルギーにおける海洋エネルギー発電の費用対効果 
(c) 海洋エネルギー発電の事業性 
(d) 海洋エネルギー発電のコスト低減方策 
(e) 海洋エネルギー発電の市場可能性 
本研究は、短期での成果が期待されるものであることから、事業期間は平成２３年度の１年

間とする。 
 
 



Ⅱ-13 

② 海洋エネルギー発電技術の性能試験方法等の検討（みずほ情報総研株式会社） 
本研究は、海洋エネルギー発電技術および海洋エネルギー発電システムの発電効率、発電特

性等の性能・信頼性を評価する試験手法等について海外の事例を情報収集し、これに基づき、

当該分野における技術開発戦略、各々の海洋エネルギー発電技術および海洋エネルギー発電シ

ステムの性能試験・評価方法や手順に関する指針をまとめるものである。 
本テーマも短期での成果が求められるが、研究内容がステージゲートから実証試験に係る広

範なものとなるため、事業期間は平成２３年度から２４年度の２年間とする。 
事業期間が２年間であることから、１年目を主として欧州を中心に情報収集・分析を行い、

２年目に北米に関する情報収集・分析実施するとともに、最終的には、海洋エネルギー技術研

究開発において、FS から実海域試験へ移行する際のステージゲート評価に関する評価記述書

として取りまとめる。さらに２年目には、実海域試験の経験が乏しい我が国の現状を踏まえ、

実績豊富な海外機関の知見を取り込み、実海域試験における発電性能、信頼性、発電コストの

評価方法や評価手順を取りまとめ、ステージゲート後の、実海域の実証試験において実施すべ

き試験内容やその評価方法、評価手順についての指針を作成する。 
 
 

2.2. 研究開発の実施体制 
2.2.1. 実施体制 

本事業は、平成２３年度に公募を行い「実証研究」で４件（波力３件、潮流１件）、「要素技

術開発」で２件（海流発電１件、海洋温度差発電１件）、「共通基盤研究」で２件を採択し、計

８テーマで研究開発をスタートした。このうち、共通基盤研究の「情報収集・分析」は平成２

３年度で、「性能試験方法等」については平成２４年度で研究を完了している。 
平成２４年度には、追加公募を実施し「実証研究」で２件（波力１件、潮流１件）、「要素技

術開発」で２件（潮流２件）の計４件を採択している。 
平成２４年度までに研究完了した「共通基盤研究」を除き、本事業は、現在、「実証研究」

６テーマ（波力４件、潮流２件）、「要素技術開発」４テーマ（海流１件、海洋温度差１件、潮

流２件）の計１０テーマを擁するプロジェクトとなっている。その内容も波力発電、潮流発電、

海流発電、海洋温度差発電と広範囲の技術領域を含むことから、各テーマを効率的に指導しな

がらプロジェクト全体を推し進め十分な成果を得るために、海洋エネルギー全般に精通し高度

の専門知識を有するプロジェクトリーダー（PL）を設置する必要があると判断し、平成２５

年４月より PL を設置している。 
平成２３年度～２４年度の実施体制および平成２５年度の実施体制を以下に示す。 
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図Ⅱ.2.2.1-1 平成２３年度～２４年度実施体制 

 
 
 

図Ⅱ.2.2.1-2 平成２５年度実施体制 
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本事業で、NEDO がプロジェクトリーダー（PL）として委嘱した 横浜国立大学名誉教授 

亀本喬司氏は、流体工学、数値流体力学を専門とし、長年にわたり海洋エネルギー関係の研究

に従事され高度な専門知識と経験を有するばかりでなく、その研究活動を通じて関係学会や協

会主催の分科会等でも活動されており、海洋エネルギーに関して非常に幅広い学識を有してい

る。また、本事業の採択審査委員やステージゲート評価委員も務められたことから、本事業の

目標や目指す方向性あるいは技術的課題も的確に把握できる立場にあり、本事業の PL として

最適任であると判断している。 
 
 

2.2.2. 主要な研究者 
プロジェクトリーダー 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

亀本 喬司 横浜国立大学・名誉教授 プロジェクト全体の最適化 

研究計画・研究目標等に関する指導・助言 

 
機械式波力発電 

＜三井造船株式会社＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

大橋 弘隆 事業開発本部・副本部長 実現可能性と事業性、実証機の設計・製造 

前村 敏彦 再生エネルギー部・部長 実現可能性と事業性、実証機の設計・製造 

中野 訓雄 再生エネルギー・課長補佐 実現可能性と事業性、実証機の設計・製造 

＜東京大学＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

荒川 忠一 工学系研究科・教授 シミュレーションによる発電量・設備利用率予測 

神尾 武史 工学系研究科・特任研究員 シミュレーションによる発電量・設備利用率予測 

早稲田 卓爾 海洋技術環境学・准教授 想定海域における波浪・流速等の観測・ 

 
空気タービン式波力発電 

＜三菱重工鉄構エンジニアリング株式会社＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

木原 一禎 技術統括部・部長代理 固定ユニット構造設計、実証研究全体計画 

＜東亜建設工業株式会社＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

金谷 泰邦 プロジェクト部・担当部長 ユニット施工技術、振動水柱ユニット 

＜独立行政法人海洋研究開発機構（再委託先）＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

大澤 弘敬 海洋技術開発部グループリーダー 多重共振型実証波力装置 

＜独立行政法人港湾空港技術研究所（再委託先）＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

有川 太郎 耐波研究チーム・上席研究官 波エネルギー吸収構造物 
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＜日本大学（再委託先）＞ 
氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

増田 光一 理工学部・教授 振動水柱ユニット 

＜佐賀大学（再委託先）＞ 
氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

永田 修一 海洋研究センター・教授 高効率タービン発電機 

 
ジャイロ式波力発電 

＜株式会社ジャイロダイナミクス＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

神吉 博 副社長 社会的条件、基本設計と評価、実証計画 

＜日立造船株式会社＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

松下 泰弘 海洋プロジェクト部・部長 環境影響調査、社会的条件、基本設計と評価 

大窪 慈生 海洋プロジェクト部・主任 環境影響調査、社会的条件、基本設計と評価 

 

着定式潮流発電 
＜川崎重工業株式会社＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

清瀬 弘晃 技術研究所・主席研究員 実証候補地調査、技術評価、実現可能性 

大川 博靖 技術研究所・基幹職 実証候補地調査、技術評価、実現可能性 

＜沖縄電力株式会社（再委託先）＞ 
氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

宮城 秀樹 研究開発部・部長 電力事業者による海域調査、事業性評価 

＜沖縄新エネ開発株式会社（再委託先）＞ 
氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

上江州 安哲 設備運用・グループリーダー 実証候補地選定調査、現地工事基本計画 

 
水中浮遊式海流発電 
＜株式会社 IHI＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

長屋 茂樹 機械技術開発部・課長 タービンの開発、浮体・係留システムの開発 

山根 善行 機械技術開発部・主任研究員 タービンの開発、浮体・係留システムの開発 

＜株式会社東芝＞ 
氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

加幡 安雄 回転機開発部・主幹 発電機の開発、送変電システムの開発 

新 政憲 回転機開発部・主幹 発電機の開発、海流発電システムの基本設計 
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＜株式会社三井物産戦略研究所＞ 
氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

織田 洋一 新事業開発部・シニアプロダ

クトマネージャー 

海流発電システムの基本設計の検討、実現可能性

の検討 

大楠 恵美 新事業開発部・シニアプロダ

クトマネージャー 

海流発電システムの実現可能性の検討 

＜東京大学＞ 
氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

高木 健 大学院新領域創成科学研究

科・教授 

浮体・係留システムの開発、シミュレーション技

術の開発、海流発電システムの基本設計 

門元 之郎 大学院新領域創成科学研究

科・特任研究員 

黒潮流速のデータベース化 

 
海洋温度差発電 
＜株式会社神戸製鋼所＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

大山 英人 チタン研究開発室・室長 業務管理者、伝熱促進表面加工技術、成形性評価

技術、高性能熱交換器の開発 

逸見 義男 チタン研究開発室 

主任研究員 

伝熱促進表面加工技術、成形性評価技術、高性能

熱交換器の開発 

＜佐賀大学＞ 
氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

池上 康之 海洋エネルギーセンター  

教授 

高性能熱交換器の開発、熱サイクルと熱交換器・

作動流体の総合試験評価 

 
海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析 

＜株式会社三菱総合研究所＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

早稲田 聡 環境･エネルギー研究本部 
（主席研究員） 

研究全体の統括責任者 

寺澤 千尋 環境･エネルギー研究本部 
（研究員） 

国内調査、海外調査 

 

海洋エネルギー発電技術の性能試験方法等の検討 

＜みずほ情報総研株式会社＞ 

氏 名 所 属・役 職 役割・研究項目 

山田 博資 環境エネルギー第２部 

チーフコンサルタント 

海外動向、ステージゲート評価、実海域試験評価

法、法規・許認可 

阿部 一郎 環境エネルギー第１部 

上席課長 

ステージゲート評価、実海域試験評価法、法規・

許認可 
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2.2.3. 知的財産取扱の考え方と運用 
本事業のうち、「海洋エネルギー発電システム実証研究」と「次世代海洋エネルギー発電技

術研究開発」に係る知的財産については、産業技術力強化法第 19 条第 1 項に規定する 4 項目

および NEDO が実施する知的財産権の状況調査（バイ・ドール調査）に対する回答を条件と

して、知的財産権については全て本事業の参画企業・大学に帰属する。また、本事業に係る産

業財産権の出願（PCT 国内書面の提出を含む）又は申請を行った時は、60 日以内に NEDO へ

通知することを業務委託契約約款で定めており、NEDO において本事業の知的財産の権利化

動向を把握することとしている。 
複数の企業・大学が参画しているコンソーシアムにおいては知財運営会議を実施しており、

同一の研究項目を複数の企業・大学が共同で研究開発を行う場合、共同成果としての知的財産

について共同成果の持ち分および責務等の帰属の範囲を明確にし、成果の発表時期や方法およ

び内容について協議を行うことにしている。 
「海洋エネルギー発電技術共通基盤研究」については、調査委託契約書を締結して実施して

おり、本事業で得られた成果はすべて実施事業者に帰属する。 
なお、本事業における研究開発成果の取扱いについて、得られた研究成果は、NEDO、研究

実施事業者とも普及に努めるものとし、知的基盤整備又は標準化等との連携を図るためデータ

ベースへのデータ提供、標準化の提案等を積極的に行うものとする。 
 

図Ⅱ.2.2.3-1 知的財産管理について 
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2.3. 研究開発の運営管理 
2.3.1. 全体会議 

研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO は、経済産業省および各研究開発実施者

と密接な関係を維持しつつ、本事業の目的および目標に照らして適切な運営管理を実施する。

具体的には、必要に応じて外部有識者による技術検討委員会を設置し、開発内容について審議

し、その意見を運営管理に反映させる他、半期に一回程度プロジェクトリーダー等を通じてプ

ロジェクトの進捗について報告を受けること等を行う。 
本事業は、多岐にわたる技術領域と多くの研究テーマを要していることから、事業者全体の

方向性の確認・意識合わせが重要となる。本事業では、事業開始半年後の平成２４年度から、

「海洋エネルギー技術研究開発全体会議」を開催しており、NEDO からはステージゲート評

価方法など本事業の進め方について説明するなどして情報共有を図るとともに、各事業者から

はそれまでの成果および今後の計画等について報告がなされ研究開発の進捗状況の確認を行っ

ている。この会議には、本事業の全ての事業者が一堂に会するとともに、政策上の意向も反映

するために経済産業省にもオブザーバーとしての参加をお願いしている。 
また、平成２５年度からは、プロジェクトの効率的な運営を図り事業全体を推進し十分な成

果を得るためにプロジェクトリーダー（PL）を設置し、横浜国立大学名誉教授の亀本喬司氏

に PL を委嘱した。第３回の全体会議では、各事業者から研究開発の進捗状況の報告について、

亀本 PL より技術的な指導を受けるとともに、事業全体の目標達成、効率的運営等に関する助

言を受けている。 
以下に、これまで開催した全体会議の開催実績とその内容、成果の反映を記す。 

 
表Ⅱ.2.3.1.-1 海洋エネルギー技術研究開発全体会議の開催実績 

 開催日 場所 主な議題 

第１回 平成 24 年 4 月 16 日 NEDO 別館 

(ﾗｳﾝﾄﾞｸﾛｽ) 

【実証試験、次世代技術】23 年度成果と 24 年度事業計画、

中間目標達成のための取り組み。 

【共通基盤研究】成果報告（実証試験、要素技術開発事業者

への情報説明・共有）。 

【成果の反映】現段階における課題を抽出し問題共有した。 

第２回 平成 24 年 6 月 20 日 NEDO 分室 

(霞ヶ関) 

【水槽試験における各種リスクの認識共有】実証試験事業の

進捗報告（リスク評価の実態）。 

【ステージゲートにおける評価項目案の認識共有】共通基盤

研究事業者（みずほ情報総研）による評価項目案の説明・報

告。 

【成果の反映】リスクアセスメントについてプロジェクト全

体で意見交換し、その内容を評価項目案に盛り込んだ。 

第３回 平成 25 年 5 月 27 日 NEDO 別館 

(ﾗｳﾝﾄﾞｸﾛｽ) 

【全体】PL 設置、実証試験に係る許認可について、プロ

ジェクトの中間評価について。 

【24 年度採択事業者】24 年度の成果と 25 年度の事業計画

等について。 

【成果の反映】PL からの助言を受け、その内容を研究計画

に反映した。 
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2.3.2. ステージゲート評価委員会、次世代海洋エネルギー評価委員会 
本事業の「実証研究」に係る研究テーマについては、フィージビリティ・スタディ（FS）終

了時点に、外部有識者による「ステージゲート評価委員会」を設けている。ステージゲート評

価では、開発デバイスが実海域での試験に耐えうるだけの発電性能と安全性を有しているか

（技術水準の達成度）、実海域試験の実施の目処が立っているか（社会的合意形成状況）、事業

化時に 40 円／kWh 以下の目標達成の実現可能性があるか（発電コストの達成度） について

評価を行う。このステージゲート評価をクリアした研究テーマについてのみ実海域での実証試

験に進めるものとし、実証試験に向けて研究を継続するテーマと FS で研究終了とするテーマ

の見極めを行う。 
また、「要素技術開発」については、事業期間前半の２年間終了時（H23 採択テーマについ

ては H24 年度末、H24 採択テーマについては H25 年度末）を目安に、外部有識者による「次

世代海洋エネルギー評価委員会」を開催し、それまでの研究成果や今後の研究内容、個別の研

究項目ごとの目標や目標達成のための具体的な取組み等について、その妥当性・実現性につい

て評価を実施し、技術的な助言や研究の方向性等に関する指導を行い、今後の研究開発促進や

成果の最大化を図る。図Ⅱ.2.3.2-1 に事業全体のスケジュールと評価委員会の位置づけを示す。 
 

図Ⅱ.2.3.2-1 研究開発のスケジュールと委員会 

 
NEDO が組織する「ステージゲート評価委員会」および「次世代海洋エネルギー評価委員

会」の開催実績と委員名簿については、表Ⅱ.2.3.2-1 と表Ⅱ.2.3.2-2 のとおりである。 
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表Ⅱ.2.3.2-1 NEDO が組織する委員会の開催実績 
委員会名 開催日 場所 評価対象（研究テーマ） 

ステージゲート 

評価委員会 

平成 25年 2 月 13日 NEDO分室 

（霞ヶ関） 

・ジャイロ式波力発電 

・機械式波力発電 

・空気タービン式波力発電 

・着定式潮流発電 

次世代評価委員会 平成 25年 4 月 19日 NEDO分室 

（霞ヶ関） 

・海洋温度差発電 

・水中浮遊式海流発電 

実証研究 

評価委員会 

平成 25年 5 月 13日 NEDO分室 

（霞ヶ関） 

・浮体式潮流発電 

実証研究 

評価委員会 

平成 25年 6 月 28日 NEDO分室 

（霞ヶ関） 

・ジャイロ式波力発電 

・空気タービン式波力発電 

・着定式潮流発電 

・浮体式潮流発電 

 
 

表Ⅱ.2.3.2-2 外部有識者委員名簿 
区分 氏 名 所属 役職 備考 

委員長 石原 孟 国立大学法人東京大学  

大学院工学系研究科社会基盤学専攻 教授 

 

委員 亀本 喬司 国立大学法人横浜国立大学 名誉教授 H25 年度より PL

を委嘱 

委員 木下 健 日本大学 大学院理工学研究科  

海洋建築学専攻 特任教授 

 

委員 髙野 裕文 一般財団法人日本海事協会  

研究開発室（兼）風車認証事業室 室長 

 

委員 中村 宏 国立大学法人東京海洋大学  

産学・地域連携推進機構 教授 

～H24 年度まで 

委員 坂口 順一 DRESSER-RAND 技術顧問 H25年度より～ 

 

所属・役職は、委員会組織時点のもの 
 
 

2.3.3. 事業者が組織する委員会等 
 本事業のうち「共通基盤研究」においては、各事業者がそれぞれの研究開発をすすめ、その

成果を取りまとめるうえで外部からの指導・協力を得るために委員会を設置している。 
以下に事業者が組織する委員会について記述する。 
 

① 海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析（株式会社三菱総合研究所） 
 情報収集・分析した中間成果を報告し、海洋エネルギー発電の費用対効果、事業性およびコ

スト低減施策、市場可能性に関する討議を行うために委員会を設置している。 
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表Ⅱ.2.3.3-1 海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析委員会 

担当 
氏名 

（敬称略） 
所属 

委員長（海洋） 木下 健 東京大学大学院工学系研究科 教授 

委員（エンジ） 平松 秀基  
川崎重工業 企画本部 新事業推進部  

新事業推進課 基幹職 

委員（環境影響） 中村 宏 東京海洋大学大学院 海洋科学技術研究科 准教授 

委員（認証） 髙野 裕文 一般財団法人日本海事協会 材料艤装部 部長 

委員（市場） 織田 洋一 
三井物産戦略研究所 

新事業開発本部 シニア・プロジェクト・マネジャー 

技術分析 池上 康之 佐賀大学海洋エネルギー研究センター 准教授 

所属は、委員会組織時点のもの 

 
 

② 海洋エネルギー発電技術の性能試験方法等の検討（みずほ情報総研株式会社） 
 海外動向調査、ステージゲート評価に関する評価項目の洗い出し、実海域試験の実施項目・

評価項目の洗い出しの各調査結果および成果報告を基に、実証研究、要素技術開発を行う上で

必要な性能試験、信頼性評価等に関する方法や手順について外部有識者による委員会を開催し

とりまとめる。 
 

表Ⅱ.2.3.3-2 海洋エネルギー発電技術の性能試験方法に関する波力委員会 
担当 氏名（敬称略） 所属 

主査（波力） 木下 健 東京大学大学院工学系研究科 教授 

委員（事業） 吉川 幸紀 日揮株式会社 技術開発本部 技術戦略部 

委員（エンジ） 宇佐美 栄治 
鹿島建設株式会社 環境本部  

新エネルギーグループ  

委員（環境） 中村 宏 東京海洋大学大学院 海洋科学技術研究科 准教授 

所属は、委員会組織時点のもの 

 
表Ⅱ.2.3.3-3 海洋エネルギー発電技術の性能試験方法に関する潮流委員会 

担当 氏名（敬称略） 所属 

主査（潮流） 亀本 喬司 横浜国立大学 教授 

委員（事業） 石原 泰明 ナカシマプロペラ株式会社 開発本部開発グループ 

委員（エンジ） 堀 哲郎 
清水建設株式会社  

新エネルギーエンジニアリング事業部 事業部長 

委員（環境） 中村 宏 東京海洋大学大学院 海洋科学技術研究科 准教授 

所属は、委員会組織時点のもの 
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2.4. 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 
本事業では、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研究開発動

向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発

の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直しを

弾力的に行うものとする。 
事業全体の目標を達成し成果の実用化・事業化を図るため、本事業では NEDO 主催の各種

委員会を設置している。「全体会議」では、NEDO と研究事業者全体との情報共有を図り、今

後の方針を協議するとともに各事業者の研究内容の進捗状況の確認を行っている。実証研究に

おいては「ステージゲート評価委員会」を設け、外部評価委員会による研究成果の妥当性評価、

課題抽出を行い、実証試験に向けて研究を継続するテーマと FS で研究終了とするテーマの見

極めを行う。要素技術開発では「次世代海洋エネルギー評価委員会」を開催し、研究成果や今

後の研究内容等について妥当性・実現性の評価を行い、委員会の技術的な助言のもと今後の研

究開発促進や成果の最大化を図っている。 
なお、本事業における研究開発成果の取扱いについては、得られた研究成果は、①NEDO、

研究実施事業者とも普及に努めるものとし、②知的基盤整備又は標準化等との連携を図るため

データベースへのデータ提供、標準化の提案等を積極的に行う。③知的財産権については、

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第

25 条の規定等に基づき、原則として、すべて実施事業者等に帰属することとする。 
 
 

3. 情勢変化への対応 
 本事業は、東日本大震災により自然再生可能エネルギーへの社会的注目・関心が大きくなる中、

平成２３年に「実証研究」４件、「要素技術開発」２件、「共通基盤研究」２件の計８件でスター

トした。再生可能エネルギーの導入促進期待、あるいは本事業が研究開発を進める海洋エネル

ギー発電に対する社会的期待が高まる中、政策的意向も反映しつつ、平成２４年度には追加公募

を実施し、新たに「実証研究」２件、「要素技術開発」２件の計４件を追加採択している。 
 また、本事業の研究テーマ拡大により、事業全体の効率的な運営と研究促進が重要となったた

め、平成２５年度からはプロジェクトリーダー（PL）を設置し、PL のリーダーシップのもと、

各研究開発事業者の目標設定や研究内容等に対する技術的指導・助言を行い、実施計画書等の見

直しや新たな課題への取り組みに反映させ、プロジェクト全体の最適化を図っている。 
 さらに、「実証研究」「要素技術開発」の研究の進捗により、その成果と今後の研究計画等の妥

当性を客観的に評価すために、平成２５年度からは各事業者が組織する外部有識者による委員会

の設置を求め、有識者からの助言を積極的に取り入れ、個別テーマのレベルアップや地域との協

調を図っている。 
現在、経済産業省では中長期のエネルギー政策である「エネルギー基本政策」の見直し作業が

進められており、年内をめどに、エネルギー供給の多角化や電源構成におけるエネルギーミック

スについて数値目標がまとめられるものと思われる。今後も、こうした政策動向を注視し関係省

庁との連携を維持しながら情勢変化に対し柔軟に対応する。 
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図Ⅱ.3-1 情勢変化への対応 

 
 

4. 評価に関する事項 
「海洋エネルギー技術研究開発事業」については、経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー

対策課を事務局として、平成２２年度に事前評価が行われた。評価に際しては、経済産業省外の

有識者からなる事前評価検討会を開催し、「経済産業省技術評価指針」（平成２１年３月３１日

改正）に基づいて研究開発の評価が実施され、当該検討会における検討結果が評価報告書の原案

として産業構造審議会産業技術分科会小委員会に付議され、内容を審議し、了承されている。 
 また、平成２３年３月 NEDO の事前評価において、海洋エネルギー発電技術研究開発を

NEDO が主導して実施する事の妥当性について評価され、本事業の位置づけは妥当であり、必

要性も十分であると判断された。 
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Ⅲ．研究開発成果について 
 
1. 事業全体の成果 

本事業を円滑に導入し成果を最大のものにするために、NEDO では「海洋エネルギー先導研

究」（2009~2010）および「海洋エネルギーポテンシャル調査」（2010）等の研究を先行実施し、

その成果を基本計画に反映している。 
本事業は、「実証研究」「要素技術開発」および「共通基盤研究」の３つの研究開発項目で実

施しているが、上記の基本計画に反映された先行研究の成果を基に、各研究開発項目についてそ

れぞれに目標設定を行っている。 
現時点における事業全体の成果を測るには、それぞれの中間目標に対する達成度を評価するこ

とが妥当である。以下に、事業成果の判断基準となる各研究開発項目の中間目標を示す。 
 

図Ⅲ.1-1 事業の中間目標 

 
本事業には、平成２３年度採択テーマと平成２４年度採択テーマがあるが、現時点で研究成果

を評価するには、平成２４年度採択テーマは研究期間が短いため、ここでは平成２３年度採択

テーマについて目標達成度を評価し、事業全体の成果として示す。 
平成２３年度採択テーマに関する評価としては、実証研究においては「ステージゲート評価委

員会」、次世代技術については「次世代海洋エネルギー評価委員会」で評価を実施しており、そ

の内容を基に事業全体の成果表を作成する。（表Ⅲ.1-1）。 
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表Ⅲ.1-1 事業全体の成果表 
研究開発項目 中間目標 研究開発成果 達成度 

実証研究 

実海域における実証研究のための FS

を完了し、FS の結果に基づき実証試験

の実現可能性を示す。 

(出典：基本計画 P.4） 

【ステージゲート審査結果（4 件）】 

・「機械式波力発電」では一次変換効率 40％

以上を達成し、実海域試験段階へ（1 件） 

・課題解決取り組み（3 件） 

 

○ 

要素技術開発 

次世代海洋エネルギー発電技術のデバ

イス特性の把握、基礎要素試験等を実

施し、次世代海洋エネルギー発電シス

テムの概念設計を完了する。 

（出典：基本計画 P.4） 

【評価委員会完了（2 件）】 

・「海洋温度差発電」では総括熱伝達係数を

従来比 30％以上向上 

・「水中浮遊式海流発電」ではブレード効率

0.39 以上を達成 

・スケールモデル試験へ（2 件） 

○ 

共通基盤研究 

各々の海洋エネルギー発電技術及び海

洋エネルギー発電システムの性能評

価・試験方法や手順に関する検討を終

了する。 

(出典：基本計画 P.4) 

・海洋エネルギーを利用した発電に関する各

国の技術開発や市場動向を情報収集し、費

用対効果、海洋エネルギー発電での事業性

の評価および市場可能性を検討。 

・NEDO ステージゲート評価に係る評価手法

を確立した。また、実海域における性能試

験に係る基準を策定。 

◎ 

                            ◎大幅達成、○達成、△達成見込み、×未達 

 

実証研究においては、平成２５年２月に「ステージゲート評価委員会」が開催され、技術的完

成度や事業の実現性については高い評価を得た。一部の個別研究テーマにおいて、実海域での実

証試験を行うための荒天時における安全性の再検証の必要性、コスト算定と実証海域の確保に問

題があるとの指摘を受けた。これらの指摘事項については、FS の実験データやシミュレーショ

ン結果の再検証および実証海域の再選定を行うなどの課題解決に取り組んでいる。 
要素技術開発については、平成２５年４月に「次世代海洋エネルギー評価委員会」が行われ、

開発している要素技術についていずれも高い評価を受けた。詳細な発電コスト試算がされている

ことから概念設計は完了していると判断され、そのコスト試算も目標とする発電コストの実現可

能性を示すものであった。 
共通基盤研究は、平成２３年度および平成２４年度で研究を完了している。平成２３年度終了

テーマ「海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析」については、成果報告書が既に

NEDO ホームページ上で公開されており、その成果については、事業者自身においてもメディ

アを通じて情報発信されており、デバイスメーカ・発電事業者・地方自治体など複数の国内外の

事業者から問い合わせもあり幅広く利活用されている。平成２４年度終了テーマ「海洋エネル

ギー発電技術の性能試験方法等の検討」については、その成果はステージゲート評価記述書とし

てまとめられ、実際の NEDO ステージゲート評価に適用され本事業の推進に大きな役割を果た

している。また、実海域での試験方法の指針としてまとめられた成果についても、今後の実証研

究事業に大きな貢献をするものと期待される。（図Ⅲ.1-2）。 
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図Ⅲ.1-2 プロジェクトとしての達成状況 

 
 

2. 研究開発項目毎の成果 
 

図Ⅲ.2-1 各個別テーマの成果例 
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各個別テーマの具体的成果については、【非公開】とする。 
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Ⅳ．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
 
1. 実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

本事業は、「海洋エネルギー発電システム実証研究」（実証研究）、「次世代海洋エネルギー発

電技術研究開発」（要素技術開発）および「海洋エネルギー発電技術共通基盤研究」（共通基盤研

究）について研究開発を行っている。そのうち、共通基盤研究は調査研究であるので、研究開発

成果の実用化・事業化に向けた取り組みが必要となるのは、「実証研究」と「要素技術開発」に

なる。 
まず、以下に実証研究と要素技術開発における、実用化・事業化の定義を記す。 
 
実用化・事業化の定義 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共通基盤研究で明らかにしたように、海洋エネルギー発電の実用化・事業化において、その初

期市場としては、周辺に海洋エネルギーポテンシャルを有し化石燃料への依存率が高い離島地域

が考えられる。離島地域の中でも、発電コストが 40 円～100 円／kWh 程度とも言われる高コス

トな系統連系されていない独立系統の離島地域が特に有望となる。 
独立系統の離島地域の電力需要は小さく、その発電機設備容量は 1M～10MW 程度の規模が大

半のため、系統安定化のために他電源との出力制御・調整等が必要になるという課題はあるもの

の、数百 kW 程度の波力発電や潮流発電であっても離島の分散電源としての役割を担う事が可能

である。したがって、前節で述べた海洋エネルギーの技術開発ステージで言えば、ステージ４

（実海域における原寸プロトタイプ機での実証試験）を達成すれば、離島地域における海洋エネ

ルギー発電の事業化に目途がつくことになる。 
これらの背景のもと、本事業の実証研究では、研究開発成果の実用化・事業化に向けて、平成

２７年度の本プロジェクト終了までに上記のステージ４に相当する実海域での実証試験を終え、

事業化時の発電コスト 40 円／kWh 以下の実現を目標としている。特に、現在の海洋エネルギー

発電の大きな課題である発電効率の高効率化と発電コストの低減に向けた研究開発に取り組んで

いる。実証研究のこれまでの研究成果の一例として「機械式波力発電」では、同調制御により世

界最高水準となる一次変換効率を達成しており、外部有識者によるステージゲート評価委員会に

（１）海洋エネルギー発電システム実証研究 
当該研究開発に係る要素技術、デバイス（装置）などが事業会社の事業責任部門に移管

され、量産化に向けた開発が開始されることであり、さらに、当該研究開発に係る要素

技術、製品等の販売（ライセンスを含む）や利用することにより、企業活動（売り上げ

等）に貢献することを言う。 

（２）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 
当該研究開発に係る要素技術、デバイス（装置）などが事業会社の事業責任部門に移管

され、量産化に向けた開発が開始されることを言う。 
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おいても、プロジェクト目標（40 円／kWh）の実現可能性について高い評価を得ている。今後

は、水槽実験等の結果を基に、実海域試験に向けた設計を経て平成２６年度の実海域での実証試

験により目標達成と実用化を確実なものとする。 
 

図Ⅳ.1-1 実用化・事業化に向けての見通し 

 
一方、要素技術開発では、海洋エネルギー発電の初期市場である離島地域のみならず、将来

市場として本土５島（北海道、本州、四国、九州、沖縄）を含めた海洋エネルギーの導入・普

及のため、本プロジェクトの終了後、平成３２年（2020 年）以降、事業化時の発電コストと

して、本土の一般家庭電力料金水準と言われる 20 円／kWh の実現を目指して研究開発を行っ

ている。独立系統の離島地域とは異なり電力需要が大きい地域への導入には、一定規模以上の

発電容量が求められ、コスト比較や事業採算性の評価が重要となる。 
本プロジェクトにおいては、事業化時の発電コスト 20 円／kWh 以下の実現を目指し、発電

システムの大規模化・ファーム化を想定した研究開発を行っている。要素技術開発のこれまで

の研究開発成果として、「水中浮遊式海流発電」についてはタービン翼の性能（目標効率 0.4）
を解析済みであり、「海洋温度差発電」においては蒸発側の伝熱性能（従来比 30％以上）を確

認済みである。これらの成果については、次世代海洋エネルギー評価委員会により、その技術

の完成度・目標達成の実現可能性について高い評価を得ており、今後はスケールモデルによる

試験評価により目標達成が可能であると考える。それを踏まえ、コスト低減に資する要素技術

の確立のみならず、水中浮遊式潮流発電においては、実用化を見据た 100kW 規模の発電機モ

デルを製作と試験評価および浮体の安定性・位置制御の確認のためのスケールモデルによる実

海域での曳航試験等を通じて、また、海洋温度差発電については、実用化を見据え今回開発す
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る高効率型の 15kW 規模の熱交換器を製造・設置し、実際の海洋温度差発電サイクル内での性

能検証を行うことを通じて、実用化・事業化に向けた取り組みを行う。 
本プロジェクト終了後、各研究実施事業者において実用化・事業化に向けたマイルストーン

が計画・検討されており、それぞれのターゲット市場への導入に向けた取り組みを継続する。 
 

図Ⅳ.1-2 実用化・事業化に向けた取り組み 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 評価の実施方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

参考資料 1－1 
 

 
 
本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 
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評価結果公開 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

研究評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 
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理事長 

報告 

評価報告書（案）作成 
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分科会Ａ 分科会Ｃ 
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評価結果の事業等への反映 

国 民 
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

 
また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある６名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
平成２３年度に開始された「風力等自然エネルギー技術研究開発／海洋エネ

ルギー技術研究開発」プロジェクトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ
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ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 
 
４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリングと、そ

れを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実施

者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換す

る形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、NEDO が定める「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-10 頁参照）

をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局がカスタマイズしたものであ

る。 
プロジェクト全体に関わる評価については、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義、実用化に向けての見通しや取り組み等を評価した。各個

別テーマに係る評価については、主に、その目標に対する達成度、成果の意義、

実用化に向けての見通しや取り組み等を評価した。 
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評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1) NEDO の事業としての妥当性 

・ 「エネルギーイノベーションプログラム」の目標達成のために寄与してい

るか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、NEDO の関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 

(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定している

か。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの配

分を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 適切な研究開発実施体制になっており、指令命令系統及び責任体制が明確

になっているか。 
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・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 

・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用

化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行われて

いるか。 

・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略（オープン／クローズ戦略等）

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に

機敏かつ適切に対応しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度と成果の意義 

・ 成果は目標を達成しているか。 

・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で

きるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成まで

の課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果とし

て評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果に

ついては、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっている

場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学または公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合

には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 
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(2)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

 

(3)成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われ

ているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及し

ているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(4)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 

 

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る要素技術、デバイス（装置）、などが事業会社の事業責

任部門に移管され、量産化に向けた開発が開始されることであり、さらに、当

該研究開発に係る要素技術、製品等の販売（ライセンスを含む）や利用するこ

とにより、企業活動（売り上げ等）に貢献することを言う。 

 

 

(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確保

される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立する見通しはあるか。 
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・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見

込まれるものとなっているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経 

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

(2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確に

なっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業

化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 
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個別テーマ 5.2「次世代海洋エネルギー発電技術研究開発」は、基礎的・基盤的

研究開発の評価基準で、評価を行う（実用化のみの評価）。 

 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

本項目における「実用化」の考え方 

当該研究開発に係る要素技術、デバイス（装置）、などが事業会社の事業責

任部門に移管され、量産化に向けた開発が開始されることを言う。 

 

 

(1)成果の実用化の見通し 

・ 実用化のイメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっている

か。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経 

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2)実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むのか

明確になっているか。 
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個別テーマ 5.3「海洋エネルギー発電技術共通基盤研究」は、事後評価として「研

究開発成果について」のみ、評価を行う。 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度と成果の意義 

・ 成果は目標を達成しているか。 

・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で

きるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成まで

の課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果とし

て評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果に

ついては、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっている

場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学または公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合

には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 

(2)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

 

(3)成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われ

ているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及し

ているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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標準的評価項目・評価基準 

平成２５年５月１６日 
 NEDO 

 
 
 
本「標準的評価項目･評価基準」は、「技術評価実施規程」に定める技術評価

の目的※を踏まえ、NEDO として評価を行う上での標準的な評価項目及び評価基

準として用いる。 
本文中の「実用化・事業化」に係る考え方及び評価の視点に関しては、対象

となるプロジェクトの特性を踏まえ必要に応じ評価事務局がカスタマイズする。 
  
※「技術評価実施規程」第 5 条(技術評価の目的) ①業務の高度化等自己改革の

促進、②社会への説明責任、経済･社会ニーズの取り込み、③評価結果の資源配

分反映による、資源の重点化及び業務の効率化促進 
 
なお「評価項目」、「評価基準」、「評価の視点」は、以下のとおり。 

   ◆評価項目 ：「１．・・・」 
   ◆評価基準 ：上記、各項目中の「（１）・・・」 
     ◆評価の視点：上記、各基準中の 「・」 
 
 
 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・ 
制度の目標達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと 
により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比 
較において十分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動 

は じ め に 

評価項目・基準・視点 
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向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい 
るか。 

・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい 

るか。 
 

(2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの  

配分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観 
点から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が 
明確になっているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担って 
いるか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争 
が十分に行われる体制となっているか。 

・知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  
 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

(基礎的・基盤的研究開発及び知的基盤・標準整備等研究開発の場合は、「事

業化」を除く) 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用 

化の担い手、ユーザーが関与する体制を構築しているか。  

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の 

   実用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行 
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われているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や 

標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 
 
(5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等 
に機敏かつ適切に対応しているか。 

 
３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で 

きるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま 
での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果 
として評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成 

果については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっ 

ている場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場 

合には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 
(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権 

の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用 

化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の 

成果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及
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しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

 ・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(4) 成果の最終目標の達成可能性(中間評価のみ設定) 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なも 

のか。 

 

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開

始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の

販売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 

 なお、評価の対象となるプロジェクトは、その意図する効果の範囲や時間軸

に多様性を有することから、上記「実用化・事業化」の考え方はこうした各プ

ロジェクトの性格を踏まえ必要に応じカスタマイズして用いる。 

 

 

(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確に 

なっているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は 

確保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 

・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が 

見込めるものとなっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準 

整備に向けた見通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 
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・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確

になっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、

事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 

 

 

◆プロジェクトの性格が「基礎的・基盤的研究開発」である場合は以下を 

適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

(1)成果の実用化の見通し 

・ 実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2) 実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 

 

 

◆プロジェクトの性格が「知的基盤・標準整備等の研究開発」である場合は 

 以下を適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

(1)成果の実用化の見通し 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得ら 

れているか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されている 

か、その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準 

整備に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・ 
経済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

  

(2) 実用化に向けた具体的取り組み 
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・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 分科会議事録 

 



研究評価委員会 
「風力等自然エネルギー技術研究開発／海洋エネルギー技術研究開発」（中間評価） 

⁷分科会議事録 
日 時：平成 25 年 7 月 11 日（木）10:20～17:00 
場 所：大手町サンスカイルームE 室（朝日生命大手町ビル 24 階） 
 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長 石原 孟 東京大学 大学院工学系研究科 社会基盤学専攻  教授 

分科会長代理 髙野 裕文 一般財団法人 日本海事協会 研究開発推進室 (兼) 

 風車認証事業室   室長 

委員 池野 正明 一般財団法人 電力中央研究所 環境科学研究所 

 水域環境領域 上席研究員 

委員 坂口 順一 DRESSER-RAND クライアント・サービス 技術顧問 

委員 前田 太佳夫 三重大学 大学院工学研究科 機械工学専攻 教授 

委員 陸田 秀実 広島大学 大学院工学研究院 エネルギー・環境部門 

 地球環境工学講座 准教授 

 
＜推進者＞ 

橋本 道雄 NEDO 新エネルギー部 部長 

伊藤 正治 同上   主任研究員 

齋藤 弘道 同上   主査 

髙橋 義行 同上   主査 

宮崎 哲夫 同上   主査 

大重 隆 同上   職員 

 
＜実施者＞ 

亀本 喬司 国立大学法人 横浜国立大学 名誉教授 

前村 敏彦 三井造船株式会社 事業開発本部再生可能エネルギープロジェクト部 部長 

鈴木 隆男 同上   主管 

宮島 省吾 株式会社三井造船昭島研究所 部長 

早稲田 卓爾 東京大学 新領域創成科学研究科海洋技術環境学専攻 准教授 

木原 一禎 三菱重工鉄構エンジニアリング株式会社 橋梁事業本部 技術統括部 技術グループ 部長代理 

金谷 泰邦 東亜建設工業株式会社 土木事業本部 プロジェクト部 担当部長 

大澤 弘敬 独立行政法人 海洋研究開発機構 海洋工学センター 海洋技術開発部  

 海洋基盤技術研究グループ グループリーダー 

松下 泰弘 日立造船株式会社 機械・インフラ本部 鉄構ビジネスユニット 海洋プロジェクト部 部長 

大窪 慈生 同上   主任 

神吉 博 株式会社 ジャイロダイナミクス 取締役 副社長 

清瀬 弘晃 川崎重工業株式会社 技術開発本部 技術研究所機械システム研究部 主席研究員 
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大川 博靖 川崎重工業株式会社 技術開発本部 技術研究所 

 流体エネルギー技術開発室 基幹職 

黒川 英朗 川崎重工業株式会社 企画本部 新事業企画部 基幹職 

長屋 茂樹 株式会社 IHI 技術開発本部 総合開発センター 

 機械技術開発部 海洋技術グループ 課長 

山根 善行 株式会社 IHI 技術開発本部 基盤技術研究所 

 熱･流体研究部 流体グループ 主任研究員 

加幡 安雄 株式会社 東芝 電力システム社 電力･社会システム 

 技術開発センター 回転機器開発部 主幹 

高木 健 国立大学法人 東京大学 新領域創成科学研究科 海洋技術環境学専攻 

 海洋技術政策学分野 教授 

織田 洋一 株式会社 三井物産戦略研究所 グリーンイノベーション室 

 マテリアル＆ライフイノベーション室 シニアプロジェクトマネージャー 

池上 康之 国立大学法人 佐賀大学 海洋エネルギー研究センター(IOES) 教授 

逸見 義男 株式会社 神戸製鋼所 鉄鋼事業部門チタン本部 チタン研究開発室 主任研究員 

早稲田 聡 株式会社三菱総合研究所 環境･エネルギー研究本部 

 低炭素エネルギー戦略グループ 主席研究員 

寺澤 千尋 同上   研究員 

山田 博資 みずほ情報総研株式会社 環境エネルギー第 2 部エネルギーチーム チーフコンサルタント 

阿部 一郎 みずほ情報総研株式会社 環境エネルギー第 1 部 持続型社会チーム シニアコンサルタント 

 
＜企画調整＞ 

中谷 充良  NEDO 総務企画部 課長代理 

 
＜事務局＞ 

竹下 満 NEDO 評価部   部長 

保坂 尚子 NEDO 評価部   主幹 

梶田 保之 NEDO 評価部   主査 

 
一般傍聴者 8 名 
 

議事次第 

（公開セッション） 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法と評価報告書の構成について 
４．プロジェクトの概要説明 

(1)「事業の位置づけ・必要性」及び「研究開発マネジメント」 
(2)「研究開発成果」及び「実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて」 
(3)質疑 
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（非公開セッション） 
５．プロジェクトの詳細説明 

５．３ 海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 

 5.3.1 海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析 

5.3.2 海洋エネルギー発電技術の性能試験方法等の検討 

５．２ 次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 

 5.2.1 水中浮遊式海流発電 

 5.2.2 海洋温度差発電 

５．１ 海洋エネルギー発電システム実証研究 

 5.1.1 機械式波力発電 

 5.1.2 空気タービン式波力発電 

 5.1.3 ジャイロ式波力発電 

 5.1.4 着定式潮流発電 

６．全体を通しての質疑 

 
（公開セッション） 

７．まとめ・講評 

８．今後の予定、その他 

９．閉会 

 

議事内容 

（公開セッション） 

１．開会、分科会の設置について、資料の確認 

・開会宣言（事務局） 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料 1-1及び 1-2に基づき事務局より説明があった。 

・石原分科会長挨拶 

・出席者（委員、推進者、実施者、事務局）の紹介（事務局、推進者） 

・配布資料の確認（事務局） 

 

２．分科会の公開について 

事務局より資料2-1及び資料2-2に基づき説明し、今回の議題のうち議題5「プロジェクトの詳細説明」

及び議題6「全体を通しての質疑」を非公開とすることが了承された。 

 

３．評価の実施方法と評価報告書の構成について 

評価の手順を事務局より資料3-1～資料3-5に基づき説明し、了承された。 

また、評価報告書の構成を事務局から資料4に基づき説明し、事務局案どおり了承された。 

 

４．プロジェクトの概要説明 

(1)「事業の位置づけ・必要性」及び「研究開発マネジメント」 
推進者（伊藤 正治 NEDO新エネルギー部 主任研究員）より資料6に基づき説明が行われた。 

(2)「研究開発成果」及び「実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて」 
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推進者（齋藤 弘道 NEDO新エネルギー部 主査）より資料6に基づき説明が行われた。 

 

推進者からの説明に対し以下の質疑応答が行われた。 

 

（髙野分科会長代理） 海外、特に欧州がこの分野の技術開発で先行し、実証研究が進んでいて、事業化も

視野に入れた開発が進んでいます。事業化までには資金調達、保険、許認可あるいは地域との合意等

いろいろ問題がありますが、日本が欧米にキャッチアップするにはこれらの問題を並行して取り組ん

でいかなければとても難しいのではないかと思います。一方で、最近始まっている浮体式洋上風力発

電では、ノルウェーが先行したものを、コンソーシアムの努力と関係者の方々のご理解のおかげで一

気にキャッチアップして追い越すということも行われています。事業化を最終目標だとするのであれ

ば、もちろん技術開発は大事ではありますが、事業化に向けた体制についても並行してやっていった

方がいいのではないかと思います。 
（亀本PL） 世界の開発状況は我が国よりも一歩先を行っているということは残念ながら認めなければいけ

ません。対して、（日本では）今いろいろなプロジェクトを走らせていますが、諸外国、特にヨーロッ

パの進展状況は常に見つめていなければいけません。具体的には、各国がいろいろな洋上のエネルギ

ー変換装置に関する要素技術の売り込みを始めていて、マーケットが確立されつつあります。日本が

サイエンスの分野を重視して、3 年、5 年という期間で実用化を目指していく間に、海外では、いろい

ろな許認可に関する、あるいは IECのTC114で試験方法に関する規格の検討が熟成しつつあります。

そういうことに対する対応もやっていくことが必要ですが、ある意味では、「二番手でやっている有利

さ」、つまり一番手の困難さはたくさんありますが、二番手で追いかけていくときの有利さがあるので

はないかと感じております。海外情報をうまく取り入れ、そしてマーケティングに関しても常に視野

を広く保ちながら、このプロジェクトを進めていってはどうだろうかと考えています。 
（NEDO・伊藤主任研究員） 許認可では関係省庁とも連携して取り組んでいこうと思っています。洋上風

車の方が先行してガイドラインや FIT という話になっていますが、この研究開発の成果をそういうと

ころに発信できるように今後していきたいと考えています。 

 
（坂口委員） 洋上発電の場合は発電した場所とユーザーは離れている可能性があります。通常の太陽光等

では、発電したものがすぐにネットワークに接続が容易であったり、ユーザーに近いということで、

発電端の場所の単価とその先に行くのとの乖離はわりと少ないと思いますが、この（プロジェクトの）

場合、あくまでもその装置が置かれたところの取り合い点で 40 円/kWh あるいは 20 円/kWh という目

標だということでよろしいのでしょうか。 
（NEDO・伊藤主任研究員） この 40 円/kWh、20 円/kWh というのは、将来事業化された時点で、これは

単機だけではなく、数十機置かれているファームとして考えており、海底ケーブルも含んだ変電所で

の発電コストになります。 
 
（池野委員） 海洋エネルギーにはいろいろな方式が走っておりまして、かたや洋上風力の方は先行して進

んでいます。コスト的なものを考えますと、海洋エネルギー単独では 40 円目標、20 円目標は難しい

のですが、素人的に考えますと、風が吹くところはエネルギーをもらって波も高いわけですから、も

し同じサイトで海洋エネルギー発電と洋上風力ができれば漁業関係者への説明も（そのサイトは）付

加価値が付きますし、法律の問題も一石二鳥で済むのではないかと思います。いま、洋上風力の研究

と海洋の研究はそれぞれ別々に走っていますし、海洋エネルギーの目途がついたその次の話かもしれ

ませんが、共存して同じ場所でできないかと思いますが。 

参考資料2-4



（NEDO・伊藤主任研究員） 洋上風力に適した海域と海洋エネルギーに適した海域を併せ持つ場所を把握

しているわけではおりませんが、可能性としてはあると思っています。 
（亀本PL） 海洋関係のエネルギーには（洋上）風車などいろいろあるということに関連してですが、今回

ご評価いただこうとしているプロジェクトは、たくさんあるエネルギーの変換装置の要素になる技術

を開発するプロジェクトだと思います。この後に風車と水車を付けるとか、波力装置を組み合わせる

といったベストミキシングといいますか、ハイブリッドと申しますか、そのようなシステムが次に生

まれてくると思います。我が国としてはまだそれらの各エネルギー変換装置のエレメントになる技術

が確立されていませんので、それを確立するということが今回のプロジェクトの大きな目標になって

いると思います。将来的には是非ハイブリッドで、そして大規模な発電変換装置として位置付けられ

るようなものが開発されていければと考えています。 
 
（前田委員） 二つ質問があります。一つ目の質問は、20/32 ページでプロジェクト全体の最適化を図ると言

われていました。その「最適化」というのが何を意味しているのかがわかりませんでした。海洋とい

ってもいろいろなタイプのものがありまして、それをどのように最適化するのかということが疑問に

思いました。二つ目の質問は、28/32 ページの「達成見通し」のところで、「実証研究と要素技術が、

目標達成が可能と判断」と言われています。この判断はNEDO が判断されたのか、それとも実施者側

が達成できそうだと判断されたのでしょうか。 
（NEDO・伊藤主任研究員） マネジメントのところですが、海洋エネルギーには波力、潮流、海温差等の

広範囲な技術が入っています。そういった中でいろいろな専門分野の先生方の意見を聞きながら、か

つレベルアップも含めてこの中で検討していきたいということで亀本先生に PL をしていただき、技

術的な指導・助言によってプロジェクトを高度化していきたいという意味です。場合によっては、こ

ういった専門分野の人を本プロジェクトに付加した方がいいといったような助言もあり得ると思って

おります。 
（NEDO・齋藤主査） 最後の成果の達成可能性については、24 年度のステージゲート評価委員会や、次世

代海洋エネルギー評価委員会での海洋エネルギーの専門家の目標を達成したという評価から今後それ

らをさらに進めていけば最終的に目標達成が可能だろうということでNEDO が判断しております。 
 
（陸田委員） 今後、実証試験を様々な場所で行うに当たって、漁業者との折り合いをどうつけるかという

点が必ず大きなハードルになってくると思います。行政的に法的な規制をかけるかということについ

ては、できるところはいろいろあると思いますが、実際に法的なものを決めたとして、それを実行す

るに当たって、漁業者、もっといえば漁業組合の組合長さんや組合員の方々と実際に交渉する場にな

った段階で、かなりハードルが高くなると感じています。いくつかのデバイスが開発された後に、実

証フィールドというよりも実用化という意味で、各企業が様々な海域で運用したいというときに、漁

業関係者とのうまいやり方について何かNEDO として考えていることはありますか。 
（NEDO・伊藤主任研究員） 実際にそういった漁業関係者との交渉は非常に難しいと考えておりますし、

また、実証海域の必要性は十分に理解しているつもりでおります。海洋に関しましては洋上風力発電

も同じかもしれませんが、漁業生物への影響がないということを示すことも重要な役目だと思ってお

ります。一方で、総合海洋政策本部の方で今年日本の各都道府県を対象に、実証海域の場所を公募し

ています。そういった場所が今後、実際の試験海域として活用できるということを期待しています。 
（NEDO・橋本部長） 今回私どもがやっております海洋のプロジェクトでは、実施者の方で事前に地元漁

業関係者と調整をした上で応募いただくということになっています。確かにいろいろ難しい面もある

かと思いますが、一方で、比較的良好な関係でやっていらっしゃるところもありますので、そういっ
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た良い事例は我々の方でも勉強させていただきまして、グッドプラクティスとしていろいろなところ

で共有できればと思っています。また、先ほど申しましたように、漁業との共生が一つの重要なテー

マですので、洋上風力の方ではそういったスタディも始めているところです。そういった面での経験

やデータの蓄積を、総合海洋政策本部でやっているところにインプットしていくということにも

NEDO としての役割があると考えています。 
（亀本PL） 補足させていただきます。海洋を開発した場合に問題となるところは既得権といいますか、そ

のような社会的な意味での問題が起こる可能性があります。もう一つは科学的な面で、そういう装置

が入ったときに自然環境にどうだとか、水中の騒音が海洋生物に対する影響がどうだとかといったこ

とについては、国際規格を作る IEC の方では議論が始まっています。ただし、そういうことをネゴシ

エーションしていかなければ何かできないということではとても遅いと思います。ですから、いろい

ろな経験を積みながら地元あるいは海洋環境の調査、そういうことを通してネゴシエーションの着地

点を見つけていくというスタンスでいかなければならないと思っています。 
 
（石原分科会長） 3 点質問します。1 点目は、政府の総合海洋政策本部が今年中に場所を選定するとありま

すが、そういう場所を決めた後にNEDO が新たに実証研究を公募するといったような連携の考えがあ

るのでしょうか。2 点目は、実際に海洋エネルギーを実用化に向けてやっていくときに非常に重要な指

標の一つは経済性、もう一つは設備利用率です。海潮流の場合はどちらかというと流れによる発電で

すから風車と似ていますが、波の場合は評価基準がグループの中でもバラツキがあると思います。以

前、洋上風力のように、グループの間でこういった評価を横並びにして、例えば、経済性評価では何

年使うかとか、金利がいくらかによって、40 円になったりならなかったりすると、結局実施者のさじ

加減で変わってしまってはよくないと思います。少なくとも金利など最低限の指標は統一する必要が

ありますし、もちろん、海洋エネルギーの場合はまだ新しいデバイスがいろいろ出ていますが、何年

使うかというのも国際的に、一般的に使われている指標で統一すべきではないかと思います。3 点目は、

海洋エネルギーはいろいろな分野がありまして、2 年前にこの海洋エネルギーの研究開発を始められて、

実証研究も開始されました。非常に難しいところがあると思いますので、マネジメントについては

NEDO も非常に苦労されていると思います。そういった中で、これからどうやって柔軟に運営してい

くのか、例えばいいものはもっと速く進めるべきですし、FS の段階で問題があればそれはそれで臨機

応変に対応するといったようなマネジメントに対して、NEDO の考え方を教えていただければと思い

ます。 
（NEDO・伊藤主任研究員） 1 点目の総合海洋政策本部の実証研究の場所との連携についてですが、もち

ろん、活用できるものは活用させていただきたいと考えております。2 点目のスペックの統一のところ

ですが、まさに委員長がご指摘のように、経費率といったようなところも統一した上で成果としての

アウトプットは示していきたいと思っております。3 点目のスケジュールに関するところですが、柔軟

にと申しますのは、例えばFS を早期に完了し、加速している事業者に対して、評価を前倒して実施し、

いち早く実証研究の海域へということも考えてマネジメントしていきたいと思っております。 
（亀本PL） 最後の説明に補足させていただきます。やはり開発研究をするときは、先生方ご承知のとおり、

基本的に重要なことが二つあります。一つは科学的アプローチができているかどうか、これがまず重

要なことです。それからもう一つは、科学的アプローチに基づいたエレメントがきちっと統合されて

いるか、シンセティックといいますか、アナリシスとシンセシスと申しますか、その二つが開発の基

本になると思います。そういう意味では、私どもがこのプロジェクトをいかに順調に推進していくか

を見る基本としては、アナリシスが科学的なアプローチを踏まえているかどうか、これは必ず通過し

なければなりません。そしてそれが保証される基に、次にうまくエレメントが統合されて、一つのデ
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バイスとなりつつあるかどうか、その 2 点に着眼して評価していくということが基本になると思いま

す。それが世界でもないようなこと、各国も開発段階のものをやるわけですから未知のことはたくさ

んあります。とはいえ、既成の科学技術で分かりうることはきちっと踏まなければなりません。ここ

のところがキーになると思います。 
 
（非公開セッション） 

５．プロジェクトの詳細説明 
（非公開のため省略） 

 
６．全体を通しての質疑 

（非公開のため省略） 

 
（公開セッション） 
７．まとめ・講評 
（石原分科会長） 審議も終了いたしましたので各委員の皆さまから講評をいただきたいと思います。それ

では委員から一言、講評ということでお願いしたいと思います。 
 
（陸田委員） 中間評価ではありますが、研究が計画どおりうまく進んでいるということで、プロジェクト

リーダーをはじめ研究員の方々に敬意を表したいと思います。先週、先々週に洋上風力も含めた海洋

エネルギー関係の国際会議に出席しましたが、ヨーロッパを中心に各国の実証試験はかなり進んでお

ります。一方日本は、洋上風力は出始めましたが海洋エネルギーは全く出ていないという状況でした。

しかし、本日の分科会で実証試験に数件の発表をしていただき、2、3 年後にはこれが実際に設置され

て、その後に国内外、特に外国にアピールできるという目途が出てきたことを強く感じました。2、3
年後にフィールド試験を実施したあかつきには、国内のみならず海外にアピールしていただきたいと

強く思います。要素技術については、日本独自の、オリジナルの技術を個々に開発されており素晴ら

しいと思いました。ただ、要素技術の研究という意味では、今回紹介された日本の要素技術以上に諸

外国ではもっとバリエーションがあり、要素技術の数が圧倒的に違うという印象があります。いまの

要素技術を確立して実証試験までもっていっていただきたい、と同時に要素技術をもっとたくさん活

発にできるような土壌を NEDO の方々にお願いしたいと思います。小さいものでも構いませんので、

とにかくたくさん要素技術のプロジェクトを走らせなければ、実証試験に上げてこられません。いま

実証試験に上がっている分はもうすぐに追い付くと思いますが、諸外国では圧倒的な量の要素技術が

出ていますので、そこからまたどんどん実証試験にいくものが出てくるはずです。そういう意味にお

いて要素技術のところでは日本はまだ差をつけられているなという印象です。 
 
（前田委員） 海洋エネルギーの日本の市場は限られていますので、最終的には海外での展開を目指して研

究開発を進めていただきたいと思います。世界的な風力の市場の展開を見ますと、自分の国の中で風

力導入量を増やして、要素技術も十分に蓄えて、自国の産業のすそ野を広げた上で海外に展開してい

き、市場を広げていくというのが一般的です。海洋エネルギーにおいても、実施者の皆様は、国内で

実証試験を十分にしていただいて、そして海外に持っていくというのが普通の筋書きだと思います。

実証試験を十分にやっておかなければ一つトラブルがあって、それが海外に出て行ってしまっている

製品だとしますと後々の収拾がややこしいことになりますので、こういった NEDO の予算を使って、

十分な実証をし、いいものをこれから国内はもちろん、海外にどんどん展開していただきたいと思っ
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ております。 
 
（坂口委員） 本プロジェクトの、多くの技術者の方が昔でいえば大手造船の方でした。大手造船メーカー

は現在大型回転機をつくっているというような関連からすると、タービン発電機で構成される海洋エ

ネルギーの技術は、やはり技術文化的には日本が推進していくのはかなり合っているのではないかと

思います。ただ、これから電機メーカーとどうやっていくかということが気になります。例えば海外

メーカーのサブシーの技術は、海底設置のトランス、ケーブルなどものすごく発達しています。そち

らと組んで早く安くて競争力のあるものを組み合わせていくのか、あるいは、日本の電機メーカーは

こういう海底設置のものであまり国際競争力はないと思いますが、電機も含めて日本でいくのかの選

択だと思います。また、間欠運転などもありますから、インバータ・コンバータ技術も含めて最適化

を狙っていかなければならないと思いますので、最終製品にはもっと電機メーカーの協力があってし

かるべきではないかと思いました。 
 
（池野委員） こういった海洋エネルギーの話では、日本は、エネルギーの賦存量としては欧州よりも少な

いのである意味では不利に思えますが、だからこそ自然外力に対して工夫して、うまく増幅させたり

していかに効率よく発電につなげるかという必要性に迫られて新しいものが出てくるのだと思います。

海洋エネルギーの発電方式は種類が多く乱立状態ですが、その動向を見つつ、これを日本に持ってき

たときに、どういう工夫をすればもう少し効率が上がるのかという視点は重要だと思います。いまは

原発の問題がありますから、2020 年、2030 年になりましたら、どうしても代替エネルギー、再生エ

ネルギーが必要になったときに海洋エネルギーも追いついておかないといけません。ですから、この

努力を続けていただきたいと思います。 
 
（髙野分科会長代理） 新しい技術への取り組み、新しい事業への取り組みということで、それぞれリスク

がある中で、これを管理されながら相当に苦心をされているということをひしひしと感じました。そ

のご努力に敬意を表したいと思います。この実証事業の目的は、要素技術を実用化・事業化していく

ことで、デスバレーいわゆる死の谷を埋めていくのがこの事業の役割だと思います。ものができて設

置できればいいというだけではなく、やはりライフサイクルでの事業性、また実際に量産体制に入っ

たときのサプライチェーン等についても検討していく必要があると思います。一方、IEC ではマリン

エナジーコンバーターの認証に関する検討が進んでおります。認証といいますのは国際標準に合って

いるというのを第三者が認める、お墨付きを与えるというものですが、それによって各市場への導入

をスムーズにしていくということです。ここを制すれば国際競争力をつけることができると言われて

います。恐らく先行している欧州がこのあたりを一生懸命やっていると思います。したがいまして、

こういった国際標準化の流れに後れをとらないということが大事だと思います。この実証におきまし

ても、認証あるいは国際標準化を視野に入れたものを検討していく必要があると思います。これはタ

イミングが非常に重要で、すべてが決まった後から日本が開発しましても世界の標準は既に決まって

いるということになりかねませんので、そういったことがないように、可能性のあるものについては

スピードアップして、このデスバレーを越えて実用化に、事業化に結び付けていただければと切に願

っております。 
 
（石原分科会長） 2 年間という短い間に非常に素晴らしい成果を上げることができたのではないかと思いま

す。海洋エネルギー技術は、海洋国の日本にとっては極めて重要な技術であり、本研究開発は今後こ

ういった海洋エネルギーの導入拡大、そして国際競争力の強化に貢献できると高く評価しております。
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2 年間の短い間ですが、ほとんどのプロジェクトが予定どおりに成果を上げられておりまして非常に嬉

しく思っております。一方、海外もこの分野に対して非常に力を入れておりますので、そういった海

外の研究に負けないぐらい、さらに海洋エネルギー分野の研究開発を推進していくべきだと思ってお

ります。また、今日の発表の中には日本型の技術や新しい成果が既に得られていますので、こういっ

た成果を１日も早く国際基準にも反映できるような努力を実施者の皆さまにお願いしたいと思います。

もう一つは、要素技術開発に関しては、非常に素晴らしい成果が得られています。ただ、5 年間という

開発時間は少し長いのではないかと個人的には思います。もう少し早く実証研究につなげていけたら

と期待しております。あと残り 3 年間ですが、それが終わったときに素晴らしい成果が得られること

を期待しています。 
 
（亀本PL） 長時間にわたりまして懇切丁寧なご審査、ご評価を頂きましてありがとうございました。委員

の先生方がおっしゃるように課題もたくさんございますが、皆さんご承知のとおり、日本における海

洋開発はこれからで、滑りだしたところです。ちょうど開発におきましても、すべての開発がいつも

直面するように、課題があるからこそ乗り越える勇気が出てくるわけで、そういう意味でちょうどい

ま 2 年たって課題が明確になってきたというところで、これをさらに乗り越えると皆さまからコメン

トを頂いたようなところへ到達できると認識いたしました。そういう意味で、これから我々の方でも

実施者とともに課題を乗り越えるための協力体制が重要と考えています。それからこういう開発事業

の一番基本になりますのはやはりいかに科学的にアプローチしているかというのがベースです。単な

る思いつきで、単なるパッションでものごとをやるようなものではありません。やはり大事なお金を

使いながらの開発ですから、成果が必ず出るようにしなければなりません。そのためにはまず科学的

アプローチが確かであるかを確かめること、そしてその次にそれらが要素としていかに統合されてい

るか、インテグレートされているか、さらに好ましくはベストマッチング、ベストミキシングされて

いるかということで開発事業が完成していくものだと認識しております。さらにNEDO といたしまし

ても、推進に努力していきたいと思います。 

 
８．今後の予定、その他 

９．閉会 

 

参考資料2-9



配付資料 

資料 1-1  研究評価委員会分科会の設置について 
資料 1-2  ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程 
資料 2-1  研究評価委員会分科会の公開について（案） 
資料 2-2  研究評価委員会関係の公開について 
資料 2-3  研究評価委員会分科会における秘密情報の守秘について 
資料 2-4  研究評価委員会分科会における非公開資料の取り扱いについて 
資料 3-1  ＮＥＤＯにおける研究評価について 
資料 3-2  技術評価実施規程 
資料 3-3  評価項目・評価基準 
資料 3-4  評点法の実施について（案） 
資料 3-5  評価コメント及び評点票（案） 
資料 4  評価報告書の構成について（案） 
資料 5-1  事業原簿（公開） 
資料 5-2  事業原簿（非公開） 

プロジェクトの概要説明資料（公開） 
資料 6  4.1 事業の位置付け・必要性及び研究開発マネジメント 

4.2 研究開発成果及び実用化・事業化に向けての見通し及び 
プロジェクトの概要説明資料（非公開） 

資料 7-1-1 5.1 海洋エネルギー発電システム実証研究 
5.1.1 機械式波力発電 

資料 7-1-2 5.1 海洋エネルギー発電システム実証研究 
5.1.2 空気タービン式波力発電 

資料 7-1-3 5.1 海洋エネルギー発電システム実証研究 
5.1.3 ジャイロ式波力発電 

資料 7-1-4 5.1 海洋エネルギー発電システム実証研究 
5.1.4 着定式潮流発電 

資料 7-2-1 5.2 次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 
5.2.1 水中浮遊式海流発電 

資料 7-2-2 5.2 次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 
5.2.2 海洋温度差発電 

資料 7-3-1 5.3 海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 
5.3.1 海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析 

資料 7-3-2 5.3 海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 
5.3.2 海洋エネルギー発電技術の性能試験方法等の検討 

資料 8  今後の予定 

参考資料2-10



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料３ 評価結果の反映について
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

国外の技術動向、市場動向等を踏まえた戦略的な目標が設定され、2

年間という短い間に大変素晴らしい成果を上げたテーマもあり、その

成果は評価できる。 

 

① 各発電方式について、発電効率、設備稼働率、コスト等が同じ尺

度・基準で、直接比較できないため、同一の条件で統一した評価

手法、試験手法等の確立を期待する。 

② 実証研究が確実に実施されるため、空気タービン式波力発電は実

施体制の中に技術力を有する企業を実施者として追加選定するな

ど、実施体制の見直しが望まれる。 

③ 電気部分の技術改良・コスト低減が発電原価に影響することから、

今後、関連メーカの積極的関与が必要である。 

 

 

④ ジャイロ式波力発電については実証試験に至るためのシナリオと

実証試験を行ったときに想定される成果に曖昧な部分があり、具

体的な計画を確定する必要がある。また、構造物の安全性につい

ては、実証試験前に十分な考察、追加試験が必要である。 

 

 

 

 

① 各実証海域を想定して評価しているため差異が生じていたが、現在、同

一の海域条件で、統一した評価手法を確立したところ。発電量やコスト

を再計算した上でステージゲート評価に反映する。 

② 空気タービン式波力発電については、技術力を有する(株)エイ・エス・

アイ総研を体制に加える予定。 

 

③ 電気部分のコスト低減は、既存の認証品を使用するなど鋭意取り組んで

いる。機械式波力発電のテーマでは、新たな海底設置工法を検討してい

ることから施工実績のある五洋建設を再委託先に追加することで、発電

量や発電コストの検証精度を向上させる。 

④ ジャイロ式波力発電の課題については認識しており具体的な計画を作

成中。また、構造物の安全性に対する考察、追加試験についても実施中。

年度内にステージゲート評価委員会で審議し、事業継続の可否を判断す

る。 

「風力等自然エネルギー技術研究開発／海洋エネルギー技術研究開発」（中間評価）の評価結果の反映について 



 

 

 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２５年１１月 

 

 NEDO 評価部 

 部長 竹下  満 

 主幹 保坂 尚子 

 担当 梶田 保之 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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